
平 成 30 年 度

食 料 安 定 供 給 特 別 会 計 財 務 書 類



食料安定供給特別会計財務書類は、「特別会計に関する法

律」第 19条第 1項の規定により、資産及び負債の状況その他

の決算に関する財務情報を開示するために企業会計の慣行を

参考として作成した書類である。



農業経営安定勘定

貸 借 対 照 表

（単位：百万円）

前会計年度
（平成 30年
3月 31日）

本会計年度
（平成 31年
3月 31日）

前会計年度
（平成 30年
3月 31日）

本会計年度
（平成 31年
3月 31日）

〈資 産 の 部〉 〈負 債 の 部〉

現 金 ・ 預 金 76,913 103,472 負 債 合 計 ― ―

未 収 金 1 0

貸 倒 引 当 金 � 1 ― 〈資産・負債差額の部〉

資 産 ・ 負 債 差 額 76,913 103,473

資 産 合 計 76,913 103,473 負債及び資産・
負 債 差 額 合 計 76,913 103,473



農業経営安定勘定

業 務 費 用 計 算 書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 29年 4月 1 日
至 平成 30年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 30年 4月 1 日
至 平成 31年 3月 31日

�
�

委 託 費 23 20

交 付 金 211,863 177,235

業 務 勘 定 へ の 繰 入 39 37

そ の 他 の 経 費 22 11

本 年 度 業 務 費 用 合 計 211,948 177,305



農業経営安定勘定

資産・負債差額増減計算書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 29年 4月 1 日
至 平成 30年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 30年 4月 1 日
至 平成 31年 3月 31日

�
�

Ⅰ 前年度末資産・負債差額 75,911 76,913

Ⅱ 本年度業務費用合計 � 211,948 � 177,305

Ⅲ 財 源 212,949 203,864

1 自 己 収 入 21,909 25,427

納 付 金 収 入 21,892 25,397

そ の 他 の 財 源 17 30

2 他会計からの受入 88,609 82,807

一般会計からの受入 88,609 82,807

3 他勘定からの受入 102,429 95,629

食糧管理勘定からの受入 102,429 95,629

Ⅳ 本年度末資産・負債差額 76,913 103,473



農業経営安定勘定

区 分 別 収 支 計 算 書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 29年 4月 1 日
至 平成 30年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 30年 4月 1 日
至 平成 31年 3月 31日

�
�

Ⅰ 業 務 収 支

1 財 源

自 己 収 入

納 付 金 収 入 21,892 25,397

そ の 他 の 収 入 17 30

他会計からの受入

一般会計からの受入 88,609 82,807

他勘定からの受入

食糧管理勘定からの受入 102,429 95,629

前年度剰余金受入 75,911 76,913

財 源 合 計 288,861 280,777

2 業 務 支 出

⑴ 業務支出（施設整備支出を除く）

委 託 費 � 23 � 20

交 付 金 � 211,885 � 177,247

業務勘定への繰入 � 39 � 37

業務支出（施設整備支出を除く）合計 � 211,948 � 177,305

業 務 支 出 合 計 � 211,948 � 177,305

業 務 収 支 76,913 103,472

Ⅱ 財 務 収 支

財 務 収 支 ― ―

本 年 度 収 支 76,913 103,472

翌 年 度 歳 入 繰 入 76,913 103,472

本年度末現金・預金残高 76,913 103,472



注 記

1 重要な会計方針

⑴ 引当金の計上基準及び算定方法

① 貸倒引当金

未収金のうち一般債権については、過去 3年間の貸倒実績率に基づく回収不能見込額を計上してい

る。履行期限到来等債権については、個別の債権ごとの回収可能性を勘案した回収不能見込額を計上

している。

⑵ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

2 追加情報

⑴ 出納整理期間

本特別会計は出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数

をもって会計年度末の計数としている。

⑵ 表示科目の説明

① 貸借対照表

ア 資産の部

・「現金・預金」には、日本銀行預金を計上している。

・「未収金」には、返納金債権を計上している。

・「貸倒引当金」には、前会計年度において、未収金に対する貸倒見積額を計上している。

② 業務費用計算書

・「委託費」には、農業経営安定事業収入減少影響緩和対策業務委託費を計上している。

・「交付金」には、農業経営安定事業生産条件不利補正対策交付金等から過年度支出額を減算した額を

計上している。

・「業務勘定への繰入」には、「特別会計に関する法律」第 130条第 2項の規定による農業経営安定事業

に係る事務取扱費の支出財源に充てるため、業務勘定への繰入額を計上している。

・「その他の経費」には、農業経営安定事業生産条件不利補正対策交付金のうち、過年度支出額を計上

している。

③ 資産・負債差額増減計算書

・「前年度末資産・負債差額」には、前年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。

・「本年度業務費用合計」には、業務費用計算書の「本年度業務費用合計」の額を計上している。

・「納付金収入」には、「独立行政法人農畜産業振興機構法」第 11条の規定による独立行政法人農畜産

業振興機構からの国庫納付金受入額を計上している。

・「その他の財源」には、過年度の農業経営安定事業生産条件不利補正対策交付金に係る返納金等を計

上している。

・「一般会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 129条第 1項の規定による農業経営安定事

業等に要する経費の財源に充てるため、一般会計からの受入額を計上している。

・「食糧管理勘定からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 130条第 1項の規定による農業経営安

定事業に要する経費の財源に充てるため、食糧管理勘定からの受入額を計上している。

・「本年度末資産・負債差額」には、本年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。

④ 区分別収支計算書

ア 業務収支

・「納付金収入」には、「独立行政法人農畜産業振興機構法」第 11条の規定による独立行政法人農畜

産業振興機構からの国庫納付金受入額を計上している。



・「その他の収入」には、過年度の農業経営安定事業生産条件不利補正対策交付金に係る返納金等に

よる収入を計上している。

・「一般会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 129条第 1項の規定による農業経営安定

事業等に要する経費の財源に充てるため、一般会計からの受入額を計上している。

・「食糧管理勘定からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 130条第 1項の規定による農業経営

安定事業に要する経費の財源に充てるため、食糧管理勘定からの受入額を計上している。

・「前年度剰余金受入」には、本特別会計の本勘定の前年度剰余金を計上している。

・「委託費」には、農業経営安定事業収入減少影響緩和対策業務委託費を計上している。

・「交付金」には、農業経営安定事業生産条件不利補正対策交付金等を計上している。

・「業務勘定への繰入」には、「特別会計に関する法律」第 130条第 2項の規定による農業経営安定事

業に係る事務取扱費の支出財源に充てるため、業務勘定への繰入額を計上している。

・「業務収支」には、財源合計から業務支出合計を控除した額を計上している。

イ 本年度収支以下の区分

・「本年度収支」には、業務収支の額を計上している。

・「翌年度歳入繰入」には、「本年度収支」を計上している。

・「本年度末現金・預金残高」には、「翌年度歳入繰入」を計上している。計上額は、貸借対照表の

「現金・預金」と一致する。

⑶ その他特別会計財務書類の内容を理解するために特に必要と考えられる情報

① 百万円未満切り捨てのため、合計が一致しないことがある。

② 百万円未満の計数がある場合には「 0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「―」で表示している。



附属明細書

1 貸借対照表の内容に関する明細

⑴ 資産項目の明細

① 現金・預金の明細

（単位：百万円）

内 容 本年度末残高

政 府 預 金（日 本 銀 行 預 金） 103,472
合 計 103,472

② 未収金の明細

（単位：百万円）

内 容 相 手 先 本年度末残高

返 納 金 債 権 認定農業者 0
合 計 0

③ 貸倒引当金の明細

（単位：百万円）

区 分
貸 付 金 等 の 残 高 貸 倒 引 当 金 の 残 高

摘 要前 年 度 末
残 高

本 年 度
増 減 額

本 年 度 末
残 高

前 年 度 末
残 高

本 年 度
増 減 額

本 年 度 末
残 高

未 収 金 1 � 0 0 1 � 1 ―

一般債権について
は、未収金の残高
に、過去 3年間の貸
倒実績率（注）を乗じ
た額を計上してい
る。
（注） 過去 3年間の

債権平均残高に
対する過去 3年
間の不納欠損の
年間平均額の割
合
履行期限到来等債
権については、個別
の債権ごとの回収可
能性を勘案した回収
不能見込額を計上し
ている。

徴 収 停 止 等 債 権 ― ― ― ― ― ―

履行期限到来等債権 1 � 0 0 1 � 1 ―

上 記 以 外 の 債 権 ― ― ― ― ― ―

合 計 1 � 0 0 1 � 1 ―

2 業務費用計算書の内容に関する明細

⑴ 委託費の明細

（単位：百万円）

名 称 相 手 先 金 額 支 出 目 的 連結対象
の有無

農業経営安定事業収入減少影
響緩和対策業務委託費 都道府県農業再生協議会 20

担い手の販売収入の減少が経営に及ぼす影響
が大きい場合にその影響を緩和する収入減少
影響緩和対策における、対策加入者が拠出し
た積立金の管理の委託

無

合 計 20

⑵ 交付金の明細

（単位：百万円）

名 称 相 手 先 金 額 支 出 目 的 連結対象
の有無

農業経営安定事業生産条件不
利補正対策交付金 認定農業者等 173,151

販売価格が生産費を恒常的に下回っている作
物を対象に、その差額を交付することにより
農業経営の安定と国内生産力の確保を図り、
もって食料自給率の向上と農業の多面的機能
を維持するための交付

無

農業経営安定事業収入減少影
響緩和対策交付金 認定農業者等 4,083

担い手の収入減少による農業経営への影響を
緩和するため、米、麦、大豆等の販売収入の
合計額が標準的収入額より下がった場合に、
その差額の 9割を補塡するための交付

無

合 計 177,235



3 資産・負債差額増減計算書の内容に関する明細

⑴ その他の財源の明細

（単位：百万円）

款 項 相 手 先 金 額

雑 収 入 雑 収 入 認定農業者等 30
合 計 30

4 区分別収支計算書の内容に関する明細

⑴ その他の収入の明細

（単位：百万円）

款 項 相 手 先 金 額

雑 収 入 雑 収 入 認定農業者等 30
合 計 30



食 糧 管 理 勘 定

貸 借 対 照 表

（単位：百万円）

前会計年度
（平成 30年
3月 31日）

本会計年度
（平成 31年
3月 31日）

前会計年度
（平成 30年
3月 31日）

本会計年度
（平成 31年
3月 31日）

〈資 産 の 部〉 〈負 債 の 部〉

現 金 ・ 預 金 18,745 23,139 前 受 金 980 1,326

売 掛 金 29,985 28,219 政 府 短 期 証 券 100,029 90,038

た な 卸 資 産 79,556 72,218 そ の 他 の 債 務 等 1,810 3,605

未 収 金 9,074 7,878

前 払 金 2,255 1,624

貸 付 米 131,980 121,512

他勘定繰戻未収金 1,161 919

そ の 他 の 債 権 等 44,329 44,571

貸 倒 引 当 金 � 78 � 78

有 形 固 定 資 産 760 739
国有財産（公共用
財産を除く） 760 739

土 地 409 409 負 債 合 計 102,819 94,969
立 木 竹 0 0

建 物 339 319 〈資産・負債差額の部〉

工 作 物 11 9 資 産 ・ 負 債 差 額 214,950 205,774

資 産 合 計 317,770 300,743 負債及び資産・
負 債 差 額 合 計 317,770 300,743



食 糧 管 理 勘 定

業 務 費 用 計 算 書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 29年 4月 1 日
至 平成 30年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 30年 4月 1 日
至 平成 31年 3月 31日

�
�

売 上 原 価 307,300 315,402

事 業 管 理 費 76 121

補 助 金 等 5,644 5,403

委 託 費 18,576 16,565

農 業 経 営 安 定 勘 定 へ の 繰 入 102,429 95,629

業 務 勘 定 へ の 繰 入 9,065 10,416

公 債 事 務 取 扱 費 0 0

そ の 他 の 経 費 ― 0

減 価 償 却 費 26 21

支 払 利 息 � 135 � 118

資 産 処 分 損 益 0 ―

本 年 度 業 務 費 用 合 計 442,985 443,444



食 糧 管 理 勘 定

資産・負債差額増減計算書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 29年 4月 1 日
至 平成 30年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 30年 4月 1 日
至 平成 31年 3月 31日

�
�

Ⅰ 前年度末資産・負債差額 229,773 214,950

Ⅱ 本年度業務費用合計 � 442,985 � 443,444

Ⅲ 財 源 428,169 434,267

1 自 己 収 入 351,169 347,967

食 糧 等 売 払 収 入 349,468 346,050

輸入食糧等納付金収入 452 511

そ の 他 の 財 源 1,248 1,405

2 他会計からの受入 77,000 86,300

一般会計からの受入 77,000 86,300

Ⅳ 資 産 評 価 差 額 � 6 0

Ⅴ 本年度末資産・負債差額 214,950 205,774



食 糧 管 理 勘 定

区 分 別 収 支 計 算 書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 29年 4月 1 日
至 平成 30年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 30年 4月 1 日
至 平成 31年 3月 31日

�
�

Ⅰ 業 務 収 支

1 財 源

自 己 収 入

食糧等売払代収入 347,168 348,161

輸入食糧等納付金収入 452 511

そ の 他 の 収 入 13,104 13,197

他会計からの受入

一般会計からの受入 77,000 86,300

前年度剰余金受入 21,781 18,745

財 源 合 計 459,506 466,917

2 業 務 支 出

⑴ 業務支出（施設整備支出を除く）

食 糧 等 買 入 費 � 311,375 � 307,434

食 糧 等 管 理 費 � 76 � 121

補 助 金 等 � 5,644 � 5,403

委 託 費 � 18,576 � 16,565

農業経営安定勘定への繰入 � 102,429 � 95,629

業務勘定への繰入 � 11,657 � 8,621

業務支出（施設整備支出を除く）合計 � 449,759 � 433,777

業 務 支 出 合 計 � 449,759 � 433,777

業 務 収 支 9,746 33,139

Ⅱ 財 務 収 支

政府短期証券の発行による収入 100,000 90,000

政府短期証券の償還による支出 � 91,000 � 100,000

公債事務取扱に係る支出 � 0 � 0

財 務 収 支 8,999 � 10,000

本 年 度 収 支 18,745 23,139

翌 年 度 歳 入 繰 入 18,745 23,139

本年度末現金・預金残高 18,745 23,139



注 記

1 重要な会計方針

⑴ たな卸資産の評価基準及び評価方法

「特別会計に関する法律施行令」第 63条の規定に基づき、主として修正売価法によっている。具体的

には次のとおりである。

① 食糧については、修正売価と取得価格とを比較し、いずれか低い方の価格

② 修正売価評価によりがたい食糧及び輸入飼料については、取得価格と売却見込価格とを比較し、い

ずれか低い方の価格

（注） 修正売価＝売却予定価格－見込経費（翌年度売却されるまでの期間にかかると見込まれる保管

料、運搬費、金利等の経費）

【特別会計に関する法律施行令抜粋】

（主要食糧の価格の改定）

第 63条 食料安定供給特別会計の食糧管理勘定において保有する主要食糧の価格は、毎会計年

度、 3月 31日の市価に準拠して改定しなければならない。

⑵ 減価償却の方法等

① 有形固定資産

国有財産（公共用財産を除く）については、「食料安定供給特別会計事務取扱細則」第 17条に定める

耐用年数に基づく定率法によっている。なお、残存価額まで到達している国有財産（公共用財産を除

く）については、耐用年数を経過した翌会計年度から 5年間で備忘価格 1円まで均等償却を行ってい

る。

⑶ 引当金の計上基準及び算定方法

① 貸倒引当金

売掛金及び未収金のうち一般債権については、過去 3年間の貸倒実績率に基づく回収不能見込額を

計上している。徴収停止等債権及び履行期限到来等債権については、個別の債権ごとの回収可能性を

勘案した回収不能見込額を計上している。

⑷ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

2 翌年度以降支出予定額

⑴ 歳出予算の繰越し

歳出予算の繰越しに係る翌年度の支出予定額 656百万円

⑵ 国庫債務負担行為

国庫債務負担行為による翌年度以降に係る支出予定額 206,351百万円

3 追加情報

⑴ 出納整理期間

本特別会計は出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数

をもって会計年度末の計数としている。

⑵ 業務費用計算書における収益の計上

「支払利息」において、食糧証券の発行高を超過する収入金のうち当期分 118百万円が計上されてい

る。

⑶ 表示科目の説明

① 貸借対照表

ア 資産の部

・「現金・預金」には、日本銀行預金を計上している。



・「売掛金」には、米麦の売払代金の未収額を計上している。

・「たな卸資産」には、国内米及び外国米の年度末在庫の評価額を計上している。

・「未収金」には、米の延払輸出に係る金銭引渡請求権債権等を計上している。

・「前払金」には、麦の買入代金に係る前払額を計上している。

・「貸付米」には、公益社団法人国際農林業協働協会に対する貸付米で貸付資産の現在額を計上して

いる。

・「他勘定繰戻未収金」には、調整資金を財源とした業務勘定への繰入額を計上している。

・「その他の債権等」には、平成 29年度までの業務勘定への繰入額を計上している。

・「貸倒引当金」には、未収金に対する貸倒見積額を計上している。

・「国有財産（公共用財産を除く）」には、国有財産台帳価格を計上している。

・「土地」には、旧政府倉庫に係る用地を計上している。

・「立木竹」には、旧政府倉庫の立木竹を計上している。

・「建物」には、旧政府倉庫を計上している。

・「工作物」には、旧政府倉庫の工作物を計上している。

イ 負債の部

・「前受金」には、政府所有米穀の現品未渡に係る前受金を計上している。

・「政府短期証券」には、食糧証券の発行残高に未経過受取利子を加えたものを計上している。

・「その他の債務等」には、業務勘定における未払消費税の負担額を計上している。

② 業務費用計算書

・「売上原価」には、米麦の売払収入に対応する原価（期首たな卸資産高＋買入高－期末たな卸資産高）

を計上している。

・「事業管理費」には、決算書の使途別分類が「物件費」に該当するもののうち、米麦の買入費を控除し

た額を計上している。

・「補助金等」には、決算書の使途別分類が「補助費・委託費」に該当するもののうち、「補助金等に係

る予算の執行の適正化に関する法律」第 2条第 1項で規定する補助金等に該当するものを計上して

いる。

・「委託費」には、米穀販売・管理業務委託費を計上している。

・「農業経営安定勘定への繰入」には、「特別会計に関する法律」第 130条第 1項の規定による農業経営

安定事業に要する財源のため、農業経営安定勘定への繰入額を計上している。

・「業務勘定への繰入」には、「特別会計に関する法律」第 130条第 2項の規定による食糧の需給及び価

格の安定のために行う事業に係る事務取扱費の支出財源に充てるため、業務勘定への繰入額を計上

している。

・「公債事務取扱費」には、食糧証券発行諸費を計上している。

・「その他の経費」には、食糧買入費のうち、過年度支出額を計上している。

・「減価償却費」には、有形固定資産に係る減価償却費を計上している。

・「支払利息」には、マイナス金利に伴い生じた食糧証券の発行高を超過する収入金のうち、当期分の

額を計上している。

・「資産処分損益」には、前会計年度において、有形固定資産の除却に伴い生じた損益を計上してい

る。

③ 資産・負債差額増減計算書

・「前年度末資産・負債差額」には、前年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。

・「本年度業務費用合計」には、業務費用計算書の「本年度業務費用合計」の額を計上している。

・「食糧等売払収入」には、政府所有米麦の売払代金（売上高）を計上している。

・「輸入食糧等納付金収入」には、輸入食糧の関税化による関税相当量の一部の収入額を計上してい

る。

・「その他の財源」には、貸付米貸付料の金銭納付等を計上している。



・「一般会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 129条第 2項の規定による調整資金に充て

るため、一般会計から受け入れた額を計上している。

・「資産評価差額」には、国有財産台帳の価格改定に伴う評価差額を計上している。

・「本年度末資産・負債差額」には、本年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。

④ 区分別収支計算書

ア 業務収支

・「食糧等売払代収入」には、政府所有米麦の売払代金を計上している。

・「輸入食糧等納付金収入」には、輸入食糧の関税化による関税相当量の一部の収入額を計上してい

る。

・「その他の収入」には、貸付米の返還に係る金銭納付等を計上している。

・「一般会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 129条第 2項の規定による調整資金に充

てるため、一般会計から受け入れた額を計上している。

・「前年度剰余金受入」には、本特別会計の本勘定の前年度剰余金を計上している。

・「食糧等買入費」には、米麦を買い入れるために支出した額を計上している。

・「食糧等管理費」には、決算書の使途別分類が「物件費」に該当するもののうち、米麦の買入費を控

除した支出額を計上している。

・「補助金等」には、決算書の使途別分類が「補助費・委託費」に該当するもののうち、「補助金等に

係る予算の執行の適正化に関する法律」第 2条第 1項で規定する補助金等に該当する支出額を計

上している。

・「委託費」には、米穀販売・管理業務委託費を計上している。

・「農業経営安定勘定への繰入」には、「特別会計に関する法律」第 130条第 1項の規定による農業経

営安定事業に要する財源のため、農業経営安定勘定への繰入額を計上している。

・「業務勘定への繰入」には、「特別会計に関する法律」第 130条第 2項の規定による食糧の需給及び

価格の安定のために行う事業に係る事務取扱費の支出財源に充てるため、業務勘定への繰入額を

計上している。

・「業務収支」には、財源合計から業務支出合計を控除した額を計上している。

イ 財務収支

・「政府短期証券の発行による収入」には、食糧証券の発行による収入を計上している。

・「政府短期証券の償還による支出」には、食糧証券の償還による支出を計上している。

・「公債事務取扱に係る支出」には、食糧証券の発行に必要な事務費を計上している。

ウ 本年度収支以下の区分

・「本年度収支」には、業務収支と財務収支を合計した額を計上している。

・「翌年度歳入繰入」には、「本年度収支」の額を計上している。

・「本年度末現金・預金残高」には、「翌年度歳入繰入」の額を計上している。計上額は、貸借対照表

の「現金・預金」と一致する。

⑷ その他特別会計財務書類の内容を理解するために特に必要と考えられる情報

① 百万円未満切り捨てのため、合計が一致しないことがある。

② 百万円未満の計数がある場合には「 0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「―」で表示している。

③ 食料安定供給特別会計では、「特別会計に関する法律」第 132条第 1項の規定により、業務勘定の利

益又は損失を食糧管理勘定に移して整理することとしているが、特別会計財務書類においては、勘定

ごとの財務内容の開示を目的として作成することとしており、勘定間の損益の移し整理は行わないこ

ととしているため、当該損益の額に相当する業務勘定への繰入額は、「その他の債権等」に計上してい

る。

なお、この会計処理は、「特別会計に関する法律」附則第 66条の規定による廃止前の食糧管理特別

会計の平成 10年度から行っている。



附属明細書

1 貸借対照表の内容に関する明細

⑴ 資産項目の明細

① 現金・預金の明細

（単位：百万円）

内 容 本年度末残高

政 府 預 金（日 本 銀 行 預 金） 23,139
合 計 23,139

② 売掛金の明細

（単位：百万円）

内 容 相 手 先 本年度末残高

国 内 米 売 払 代 金 販売業者 3
外 国 米 売 払 代 金 外国政府 5,770
外 国 麦 売 払 代 金 販売業者 22,444
合 計 28,219
（注） 外国政府に対し円建てで管理している。

③ たな卸資産の明細

（単位：百万円）

種 類 前 年 度 末
残 高

本 年 度
増 加 額

本 年 度
減 少 額

たな卸資産
評 価 損 評 価 差 額 本 年 度 末

残 高

国 内 米 （ 備 蓄 用 ） 61,399 27,989 12,660 21,453 ― 55,274
外 国 米 18,157 59,878 37,282 23,808 ― 16,944
外 国 麦 ― 220,197 220,197 ― ― ―

合 計 79,556 308,064 270,140 45,262 ― 72,218
（注 1） 本年度増加額には本年度の買入高、本年度減少額には総平均法による払出額、たな卸資産評価損には「前年度末残

高＋本年度増加額－本年度減少額」と、修正売価と取得価格とを比較し、いずれか低い方の価格で評価した額との差
額を計上している。

（注 2） 業務費用計算書において、たな卸資産評価損は売上原価に含まれる。

④ 未収金の明細

（単位：百万円）

内 容 相 手 先 本年度末残高

金 銭 引 渡 請 求 権 債 権 等 外国政府 7,786
損 害 賠 償 金 債 権 等 販売業者 92
合 計 7,878
（注） 外国政府に対し円建てで管理している。

⑤ 前払金の明細

（単位：百万円）

内 容 相 手 先 本年度末残高

麦 買 入 代 金 輸入業者 1,624
合 計 1,624

⑥ 貸付米の明細

（単位：百万円）

貸 付 先 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高 貸 付 事 由 等

（公社）国際農林業協働協会 131,980 ― 10,468 121,512 緊急食糧支援に係る米穀の貸付け

合 計 131,980 ― 10,468 121,512



⑦ 他勘定繰戻未収金の明細

（単位：百万円）

債 権 の 種 類 相 手 先 本年度末残高 債 権 の 内 容 等

他 勘 定 繰 戻 未 収 金 業務勘定 919 調整資金を財源とした業務勘定への繰入額

合 計 919

⑧ その他の債権等の明細

（単位：百万円）

債 権 の 種 類 相 手 先 本年度末残高 債 権 の 内 容 等

業 務 勘 定 へ 長 期 繰 入 金 業務勘定 44,571 平成 29年度までの業務勘定への繰入額

合 計 44,571

⑨ 貸倒引当金の明細

（単位：百万円）

区 分
貸 付 金 等 の 残 高 貸 倒 引 当 金 の 残 高

摘 要前 年 度 末
残 高

本 年 度
増 減 額

本 年 度 末
残 高

前 年 度 末
残 高

本 年 度
増 減 額

本 年 度 末
残 高

売 掛 金 29,985 � 1,766 28,219 ― ― ― 一般債権について
は、売掛金及び未収
金の残高に、過去 3
年間の貸倒実績率
（注）を乗じた額を計
上している。
（注） 過去 3年間の

債権平均残高に
対する過去 3年
間の不納欠損の
年間平均額の割
合
徴収停止等債権及

び履行期限到来等債
権については、個別
の債権ごとの回収可
能性を勘案した回収
不能見込額を計上し
ている。

徴 収 停 止 等 債 権 ― ― ― ― ― ―

履行期限到来等債権 3,348 279 3,627 ― ― ―

上 記 以 外 の 債 権 26,636 � 2,045 24,591 ― ― ―

未 収 金 9,074 � 1,195 7,878 78 ― 78

徴 収 停 止 等 債 権 77 ― 77 77 ― 77

履行期限到来等債権 2,462 66 2,529 1 ― 1

上 記 以 外 の 債 権 6,534 � 1,262 5,271 ― ― ―

合 計 39,059 � 2,961 36,097 78 ― 78

⑩ 固定資産の明細

（単位：百万円）

区 分 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本 年 度
減価償却額

評 価 差 額
（本年度発生分） 本年度末残高

（有 形 固 定 資 産）

国有財産（公共用財産を除く） 760 ― ― 21 0 739
普 通 財 産 760 ― ― 21 0 739
土 地 409 ― ― ― ― 409
立 木 竹 0 ― ― ― 0 0
建 物 339 ― ― 20 ― 319
工 作 物 11 ― ― 1 ― 9

合 計 760 ― ― 21 0 739



⑵ 負債項目の明細

① 前受金の明細

（単位：百万円）

内 容 相 手 先 本年度末残高

米 売 払 代 金 販売業者 1,326
合 計 1,326

② 政府短期証券の明細

（単位：百万円）

種 類 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高 債券発行差金 差 引 残 高

食 糧 証 券 100,000 315,000 325,000 90,000 � 38 90,038
合 計 100,000 315,000 325,000 90,000 � 38 90,038
（注） 前年度末残高は額面金額を記載している。

③ その他の債務等の明細

（単位：百万円）

債 務 の 種 類 相 手 先 本年度末残高

業務勘定へ消費税繰入未済金 業務勘定 3,605
合 計 3,605

2 業務費用計算書の内容に関する明細

⑴ 補助金等の明細

（単位：百万円）

名 称 相 手 先 金 額 支 出 目 的 連結対象
の有無

米穀安定供給活動支援対策費
補助金 民間団体 984

主食用米を長期計画的に販売する取組や輸出
用など他用途への販売を行う等の取組に要す
る経費に対する補助

無

食糧麦備蓄対策費補助金 製粉企業等 4,418
不測の事態に備えて製粉企業等が外国産食糧
用小麦を備蓄する場合の保管に要する経費に
対する補助

無

合 計 5,403

⑵ 委託費の明細

（単位：百万円）

名 称 相 手 先 金 額 支 出 目 的 連結対象
の有無

米穀販売・管理業務委託費 民間事業体 16,565 政府所有米穀の販売、保管、運送等の一連の業務を包括的に委託 無

合 計 16,565



3 資産・負債差額増減計算書の内容に関する明細

⑴ その他の財源の明細

（単位：百万円）

款 項 相 手 先 金 額

雑 収 入 雑 収 入 （公社）国際農林業協働協会等 1,405
合 計 1,405

⑵ 資産評価差額の明細

（単位：百万円）

区 分 評価差額の戻入 本年度発生額 本年度増減額 評価差額の発生原因

有 形 固 定 資 産

国有財産（公共用財産を除く） ― 0 0
普 通 財 産 ― 0 0

立 木 竹 ― 0 0 国有財産台帳の価格改定に伴う評価差額

合 計 ― 0 0

4 区分別収支計算書の内容に関する明細

⑴ その他の収入の明細

（単位：百万円）

款 項 相 手 先 金 額

雑 収 入 雑 収 入 （公社）国際農林業協働協会等 13,197
合 計 13,197



農 業 再 保 険 勘 定

貸 借 対 照 表

（単位：百万円）

前会計年度
（平成 30年
3月 31日）

本会計年度
（平成 31年
3月 31日）

前会計年度
（平成 30年
3月 31日）

本会計年度
（平成 31年
3月 31日）

〈資 産 の 部〉 〈負 債 の 部〉

現 金 ・ 預 金 193,642 199,984 支 払 備 金 6,448 7,556

未 収 収 益 0 0 未 経 過 再 保 険 料 8,554 9,772

未 収 再 保 険 料 11 9 負 債 合 計 15,002 17,329

〈資産・負債差額の部〉

資 産 ・ 負 債 差 額 178,651 182,665

資 産 合 計 193,654 199,994 負債及び資産・
負 債 差 額 合 計 193,654 199,994



農 業 再 保 険 勘 定

業 務 費 用 計 算 書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 29年 4月 1 日
至 平成 30年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 30年 4月 1 日
至 平成 31年 3月 31日

�
�

再 保 険 費 等 24,955 36,672

補 助 金 等 50,544 53,440

業 務 勘 定 へ の 繰 入 854 854

本 年 度 業 務 費 用 合 計 76,355 90,968



農 業 再 保 険 勘 定

資産・負債差額増減計算書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 29年 4月 1 日
至 平成 30年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 30年 4月 1 日
至 平成 31年 3月 31日

�
�

Ⅰ 前年度末資産・負債差額 164,476 178,651

Ⅱ 本年度業務費用合計 � 76,355 � 90,968

Ⅲ 財 源 90,529 94,982

1 自 己 収 入 39,130 40,686

再 保 険 料 収 入 39,089 40,656

そ の 他 の 財 源 40 30

2 他会計からの受入 51,399 54,295

一般会計からの受入 51,399 54,295

Ⅳ 本年度末資産・負債差額 178,651 182,665



農 業 再 保 険 勘 定

区 分 別 収 支 計 算 書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 29年 4月 1 日
至 平成 30年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 30年 4月 1 日
至 平成 31年 3月 31日

�
�

Ⅰ 業 務 収 支

1 財 源

自 己 収 入

再 保 険 料 収 入 2,036 2,224

そ の 他 の 収 入 40 30

他会計からの受入

一般会計からの受入 51,399 54,295

前年度剰余金受入 15,493 15,002

財 源 合 計 68,970 71,553

2 業 務 支 出

⑴ 業務支出（施設整備支出を除く）

再 保 険 費 等 � 25,709 � 35,564

補 助 金 等 � 13,230 � 13,788

業務勘定への繰入 � 854 � 854

業務支出（施設整備支出を除く）合計 � 39,794 � 50,208

業 務 支 出 合 計 � 39,794 � 50,208

業 務 収 支 29,175 21,344

Ⅱ 財 務 収 支

財 務 収 支 ― ―

本 年 度 収 支 29,175 21,344

資金への繰入（決算処理によるもの） � 14,172 � 4,015

翌 年 度 歳 入 繰 入 15,002 17,329

資金本年度末残高 178,639 182,655

本年度末現金・預金残高 193,642 199,984



注 記

1 重要な会計方針

⑴ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

② 前会計年度計数の計上方法

前会計年度の計数は、本勘定に対応する「農業災害補償法の一部を改正する法律」（平成 29年法律第

74号）附則第 21条の規定による改正前の「特別会計に関する法律」に基づく農業共済再保険勘定の平

成 29年度の計数を計上している。

2 追加情報

⑴ 出納整理期間

本特別会計は出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数

をもって会計年度末の計数としている。

⑵ 財政法第 44条の資金

資金の種類：積立金

根 拠 法 令：「特別会計に関する法律」第 134条第 1項

内 容：将来の再保険金等支払財源の確保のために設置している。

決算上剰余が生じた場合は積立金として積み立て、不足が生じた場合は積立金から

補足することとなっている。

また、積立金は、「特別会計に関する法律」第 12条の規定により、財政融資資金に

預託して運用することができることとなっている。

⑶ 表示科目の説明

① 貸借対照表

ア 資産の部

・「現金・預金」には、日本銀行預金及び財政融資資金預託金を計上している。

・「未収収益」には、財政融資資金預託金に係る未収利息を計上している。

・「未収再保険料」には、再保険料に係る未収額を計上している。

イ 負債の部

・「支払備金」には、再保険金の未払額を計上している。

・「未経過再保険料」には、未経過期間に対応する責任に相当する額として算定した再保険料を計上

している。

② 業務費用計算書

・「再保険費等」には、再保険金及び払戻金として支出した額に次年度へ繰り越す支払備金及び前年度

から繰り越された支払備金を加減した額を計上している。

・「補助金等」には、決算書の使途別分類が「補助費・委託費」に該当するもののうち、「補助金等に係

る予算の執行の適正化に関する法律」第 2条第 1項で規定する補助金等に該当する支出額に一般会

計から受け入れた共済掛金国庫負担金及び保険料国庫負担金のうち農業共済組合連合会等の再保険

料見合分を加算した額を計上している。

・「業務勘定への繰入」には、「特別会計に関する法律」第 130条第 2項の規定による農業再保険事業等

に係る事務取扱費の支出財源に充てるため、業務勘定への繰入額を計上している。



③ 資産・負債差額増減計算書

・「前年度末資産・負債差額」には、前年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。

・「本年度業務費用合計」には、業務費用計算書の「本年度業務費用合計」の額を計上している。

・「再保険料収入」には、一般会計から受け入れた共済掛金国庫負担金及び保険料国庫負担金のうち農

業共済組合連合会等の再保険料見合分と農業共済組合連合会等からの再保険料収入額に前年度から

繰り越された未経過再保険料、未収再保険料及び次年度へ繰り越す未経過再保険料、未収再保険料

を加減した額を計上している。

・「その他の財源」には、財政融資資金預託金の運用から生じる利子収入及び雑入を計上している。

・「一般会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 129条第 3項第 1号の規定に基づく「農業

保険法」第 10条、第 12条から第 16条までの規定による共済掛金国庫負担金及び保険料国庫負担金

並びに同法附則第 3条第 1項の規定による家畜共済損害防止事業交付金並びに「特別会計に関する

法律」第 129条第 3項第 2号の規定による事務取扱費に要する経費の財源に充てるための一般会計

からの受入額を計上している。

・「本年度末資産・負債差額」には、本年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。

④ 区分別収支計算書

ア 業務収支

・「再保険料収入」には、農業共済組合連合会等からの再保険料収入を計上している。

・「その他の収入」には、財政融資資金預託金の運用から生じる利子収入及び雑入を計上している。

・「一般会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 129条第 3項第 1号の規定に基づく「農

業保険法」第 10条、第 12条から第 16条までの規定による共済掛金国庫負担金及び保険料国庫負

担金並びに同法附則第 3条第 1項の規定による家畜共済損害防止事業交付金並びに「特別会計に

関する法律」第 129条第 3項第 2号の規定による事務取扱費に要する経費の財源に充てるための

一般会計からの受入額を計上している。

・「前年度剰余金受入」には、本特別会計の「農業災害補償法の一部を改正する法律」附則第 21条の

規定による改正前の「特別会計に関する法律」に基づく農業共済再保険勘定の前年度剰余金（本年

度収支に財政法第 44条の資金との決算処理による収支等を加減したもの）を計上している。

・「再保険費等」には、再保険金及び払戻金として支出した額を計上している。

・「補助金等」には、決算書の使途別分類が「補助費・委託費」に該当するもののうち、「補助金等に

係る予算の執行の適正化に関する法律」第 2条第 1項で規定する補助金等に該当する支出額を計

上している。

・「業務勘定への繰入」には、「特別会計に関する法律」第 130条第 2項の規定による農業再保険事業

等に係る事務取扱費の支出財源に充てるため、業務勘定への繰入額を計上している。

・「業務収支」には、財源合計から業務支出合計を控除した額を計上している。

イ 本年度収支以下の区分

・「本年度収支」には、業務収支を計上している。

・「資金への繰入（決算処理によるもの）」には、本特別会計の本勘定での決算処理による財政法第

44条の資金への繰入れを計上している。

・「翌年度歳入繰入」には、「本年度収支」から「資金への繰入（決算処理によるもの）」を減算したもの

を計上している。

・「資金本年度末残高」には、財政法第 44条の資金として保有している歳計外の現金・預金の本年

度末残高の合計額を計上している。

・「本年度末現金・預金残高」には、「翌年度歳入繰入」に「資金本年度末残高」を加算したものを計上

している。計上額は、貸借対照表の「現金・預金」と一致する。



⑷ その他特別会計財務書類の内容を理解するために特に必要と考えられる情報

① 百万円未満切捨てのため、合計が一致しないことがある。

② 百万円未満の計数がある場合には「 0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「―」で表示している。

③ 農業再保険勘定の余裕金は、「特別会計に関する法律」第 11条の規定により、財政融資資金に預託

することができることとなっている。

④ 農業再保険勘定では、「農業保険法」に基づき、共済掛金国庫負担分及び保険料国庫負担分につい

て、事務処理上の観点から農業共済組合連合会等から納入される再保険料等と相殺したところで予算

措置することができることとされている。こうしたことから、相殺後の歳入歳出決算を基礎として業

務費用計算書を作成した場合には、業務費用総額が表示されないこととなる。このため、法令の規定

に基づき相殺が行われたことで歳入歳出決算に計上されていない部分についても、業務費用計算書に

反映させる必要があることから、業務費用計算書の「補助金等」については、農家に対する共済掛金国

庫負担金及び保険料国庫負担金を計上している。



附属明細書

1 貸借対照表の内容に関する明細

⑴ 資産項目の明細

① 現金・預金の明細

（単位：百万円）

内 容 本年度末残高

政 府 預 金（日 本 銀 行 預 金） 21,344
財 政 融 資 資 金 預 託 金 178,639
合 計 199,984

② 未収再保険料の明細

（単位：百万円）

内 容 相 手 先 本年度末残高

家 畜 共 済 再 保 険 料 都道府県農業共済組合連合会等 1
園 芸 施 設 共 済 再 保 険 料 都道府県農業共済組合連合会等 8
合 計 9

③ 貸倒引当金の明細

（単位：百万円）

区 分
貸 付 金 等 の 残 高 貸 倒 引 当 金 の 残 高

摘 要前 年 度 末
残 高

本 年 度
増 減 額

本 年 度 末
残 高

前 年 度 末
残 高

本 年 度
増 減 額

本 年 度 末
残 高

未 収 再 保 険 料 11 � 1 9 ― ― ―

一般債権について
は、貸付金等の残高
に、過去 3年間の貸
倒実績率（注）を乗じ
た額を計上してい
る。
（注） 過去 3年間の

債権平均残高に
対する過去 3年
間の不納欠損の
年間平均額の割
合
履行期限到来等債
権等の特定の債権に
ついては、個別の債
権ごとの回収可能性
を勘案した回収不能
見込額を計上してい
る。

徴 収 停 止 等 債 権 ― ― ― ― ― ―

履行期限到来等債権 ― ― ― ― ― ―

上 記 以 外 の 債 権 11 � 1 9 ― ― ―

合 計 11 � 1 9 ― ― ―

2 業務費用計算書の内容に関する明細

⑴ 補助金等の明細

（単位：百万円）

名 称 相 手 先 金 額 支 出 目 的 連結対象
の有無

共 済 掛 金 国 庫 負 担 金 等 都道府県農業共済組合連
合会等 53,024

「農業保険法」第 10条、第 12条から第 16条
までの規定による共済掛金国庫負担金及び保
険料国庫負担金

無

家畜共済損害防止事業交付金 都道府県農業共済組合連
合会等 416

「農業保険法」附則第 3条第 1項の規定によ
り、家畜共済の共済事故による損害を防止
し、家畜共済事業の収支の安定を図るため、
農林水産大臣の定める特定の疾病による家畜
の損害について、必要な措置を指示した都道
府県農業共済組合連合会等に対し、その負担
する費用の一部を交付するものである。

無

合 計 53,440



3 資産・負債差額増減計算書の内容に関する明細

⑴ その他の財源の明細

（単位：百万円）

款 項 相 手 先 金 額

雑 収 入 雑 収 入 財務省等 30
合 計 30

4 区分別収支計算書の内容に関する明細

⑴ その他の収入の明細

（単位：百万円）

款 項 相 手 先 金 額

雑 収 入 雑 収 入 財務省等 30
合 計 30

⑵ 資金の明細

（単位：百万円）

資 金 名 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高

積 立 金 178,639 4,015 ― 182,655
合 計 178,639 4,015 ― 182,655



漁 船 再 保 険 勘 定

貸 借 対 照 表

（単位：百万円）

前会計年度
（平成 30年
3月 31日）

本会計年度
（平成 31年
3月 31日）

前会計年度
（平成 30年
3月 31日）

本会計年度
（平成 31年
3月 31日）

〈資 産 の 部〉 〈負 債 の 部〉

現 金 ・ 預 金 11,888 10,933 支 払 備 金 104 4

未 収 収 益 0 0 未 経 過 再 保 険 料 911 940

他会計繰戻未済金 20,443 17,636

負 債 合 計 21,460 18,581

〈資産・負債差額の部〉

資 産 ・ 負 債 差 額 � 9,571 � 7,646

資 産 合 計 11,888 10,934 負債及び資産・
負 債 差 額 合 計 11,888 10,934



漁 船 再 保 険 勘 定

業 務 費 用 計 算 書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 29年 4月 1 日
至 平成 30年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 30年 4月 1 日
至 平成 31年 3月 31日

�
�

再 保 険 費 � 3 47

補 助 金 等 7,395 7,293

業 務 勘 定 へ の 繰 入 581 580

本 年 度 業 務 費 用 合 計 7,973 7,922



漁 船 再 保 険 勘 定

資産・負債差額増減計算書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 29年 4月 1 日
至 平成 30年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 30年 4月 1 日
至 平成 31年 3月 31日

�
�

Ⅰ 前年度末資産・負債差額 � 11,925 � 9,571

Ⅱ 本年度業務費用合計 � 7,973 � 7,922

Ⅲ 財 源 10,327 9,846

1 自 己 収 入 2,350 1,972

再 保 険 料 収 入 2,349 1,971

そ の 他 の 財 源 1 1

2 他会計からの受入 7,977 7,874

一般会計からの受入 7,977 7,874

Ⅳ 本年度末資産・負債差額 � 9,571 � 7,646



漁 船 再 保 険 勘 定

区 分 別 収 支 計 算 書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 29年 4月 1 日
至 平成 30年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 30年 4月 1 日
至 平成 31年 3月 31日

�
�

Ⅰ 業 務 収 支

1 財 源

自 己 収 入

そ の 他 の 収 入 1 1

他会計からの受入

一般会計からの受入 7,977 7,874

前年度剰余金受入 4,235 3,370

財 源 合 計 12,213 11,245

2 業 務 支 出

⑴ 業務支出（施設整備支出を除く）

再 保 険 費 � 4 � 148

補 助 金 等 � 5,449 � 5,293

業務勘定への繰入 � 581 � 580

業務支出（施設整備支出を除く）合計 � 6,035 � 6,022

業 務 支 出 合 計 � 6,035 � 6,022

業 務 収 支 6,177 5,223

Ⅱ 財 務 収 支

財 務 収 支 ― ―

本 年 度 収 支 6,177 5,223

翌年度一般会計への繰入 � 2,807 � 2,353

翌 年 度 歳 入 繰 入 3,370 2,869

資金本年度末残高 5,710 5,710

その他歳計外現金・預金本年度末残高 2,807 2,353

本年度末現金・預金残高 11,888 10,933



注 記

1 重要な会計方針

⑴ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

2 追加情報

⑴ 出納整理期間

本特別会計は出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数

をもって会計年度末の計数としている。

⑵ 財政法第 44条の資金

資金の種類：積立金

根 拠 法 令：「特別会計に関する法律」第 134条第 1項

内 容：将来の再保険金等支払財源の確保のために設置している。

決算上剰余が生じた場合は積立金として積立、不足が生じた場合は積立金から補足

することとなっている。

また、この積立金は「特別会計に関する法律」第 12条の規定により、財政融資資金

に預託して運用することができることとなっている。

⑶ 表示科目の説明

① 貸借対照表

ア 資産の部

・「現金・預金」には、日本銀行預金及び財政融資資金預託金を計上している。

・「未収収益」には、財政融資資金預託金の利子に係る当年度分を計上している。

イ 負債の部

・「支払備金」には、翌年度の 7月までに政府が把握した本年度の再保険金支払見込総額から本年度

における支出負担行為済額を控除した再保険金の支払見込額を計上している。

・「未経過再保険料」には、未経過期間に対応する責任に相当する額として算定した再保険料を計上

している。

・「他会計繰戻未済金」には、再保険金支払財源不足による一般会計からの受入金を計上している。

② 業務費用計算書

・「再保険費」には、漁船再保険に係る再保険金として支出した額に次年度へ繰り越す支払備金及び前

年度から繰り越された支払備金を加減した額を計上している。

・「補助金等」には、「漁船損害等補償法」第 139条及び第 139条の 2の規定による組合員（保険加入者）

が支払うべき純保険料のうち国が負担する額を計上している。

・「業務勘定への繰入」には、「特別会計に関する法律」第 130条第 2項の規定による漁船再保険事業に

係る事務取扱費の支出財源に充てるため、業務勘定への繰入額を計上している。

③ 資産・負債差額増減計算書

・「前年度末資産・負債差額」には、前年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。

・「本年度業務費用合計」には、業務費用計算書の「本年度業務費用合計」の額を計上している。

・「再保険料収入」には、漁船保険等に係る補助金等との相殺分である再保険料に前年度から繰り越さ

れた未経過再保険料及び次年度へ繰り越す未経過再保険料を加減した額を計上している。

・「その他の財源」には、預託金の運用から生じる利子収入の当年度に帰属する額を計上している。



・「一般会計からの受入」には、「漁船損害等補償法」第 139条及び第 139条の 2の規定に基づく普通損

害保険等の引受に伴う保険料国庫負担金の財源並びに「特別会計に関する法律」第 130条第 2項の規

定に基づく事務取扱費に要する経費の財源に充てるための一般会計からの受入額を計上している。

・「本年度末資産・負債差額」には、本年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。

④ 区分別収支計算書

ア 業務収支

・「その他の収入」には、預託金の運用から生じる利子収入の徴収済歳入額を計上している。

・「一般会計からの受入」には、「漁船損害等補償法」第 139条及び第 139条の 2の規定に基づく普通

損害保険等の引受に伴う保険料国庫負担金の財源並びに「特別会計に関する法律」第 130条第 2項

の規定に基づく事務取扱費に要する経費の財源に充てるための一般会計からの受入額を計上して

いる。

・「前年度剰余金受入」には、本勘定の前年度剰余金（本年度収支に財政法第 44条の資金との決算処

理による収支等を加減したもの及び「東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に

関する法律」（以下「財政援助法」という。）第 34条第 2項の規定により、予算で定める金額）を計上

している。

・「再保険費」には、「漁船損害等補償法」第 133条の規定に基づく漁船再保険に係る再保険金として

支出した額を計上している。

・「補助金等」には、漁船保険組合交付金の支出額を計上している。

・「業務勘定への繰入」には、「特別会計に関する法律」第 130条第 2項の規定による漁船再保険事業

に係る事務取扱費の支出財源に充てるため、業務勘定への繰入額を計上している。

・「業務収支」には、財源合計から業務支出合計を控除した額を計上している。

イ 本年度収支以下の区分

・「本年度収支」には、業務収支を計上している。

・「翌年度一般会計への繰入」には、本勘定での決算処理による翌年度一般会計への繰入額を計上し

ている。

・「翌年度歳入繰入」には、「本年度収支」から「翌年度一般会計への繰入」を減算したものを計上して

いる。

・「資金本年度末残高」には、財政法第 44条の資金として保有している歳計外の現金・預金の本年

度末残高の合計額を計上している。

・「その他歳計外現金・預金本年度末残高」には、「他会計繰戻未済金」として保有している歳計外の

現金・預金の本年度末残高を計上している。

・「本年度末現金・預金残高」には、「翌年度歳入繰入」に「資金本年度末残高」及び「その他歳計外現

金・預金本年度末残高」を加算したものを計上している。計上額は、貸借対照表の「現金・預金」

と一致する。

⑷ その他特別会計財務書類の内容を理解するために特に必要と考えられる情報

① 百万円未満切り捨てのため、合計が一致しないことがある。

② 百万円未満の計数がある場合には「 0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「―」で表示している。

③ 東日本大震災により再保険金の支払財源に不足が生じ、財政援助法第 34条第 1項の規定により、

再保険金の支払財源を一般会計から繰り入れたが、後日、決算上の剰余が生じた場合には、同法同条

第 2項の規定により当該繰入金に相当する金額に達するまでの金額を、予算の定めるところにより、

一般会計に繰り入れなければならないこととなっており、当該繰戻未済に相当する金額を一般会計繰

戻未済金として負債計上している。

また、平成 29年度において、決算上の剰余が生じたため、財政援助法第 34条第 2項の規定によ

り、予算で定める金額を令和元年度の一般会計の歳入に繰り入れることとして「翌年度一般会計への

繰入」に計上している。



④ 漁船再保険勘定においては、「漁船損害等補償法」第 140条の規定に基づき、保険料国庫負担金につ

いて、事務処理上の観点から、日本漁船保険組合から納入される再保険料と相殺したところで予算措

置することができることとされている。こうしたことから、相殺後の歳入歳出決算を基礎として業務

費用計算書を作成した場合には、業務費用総額が表示されないこととなる。

このため、法令の規定に基づき相殺が行われたことで歳入歳出決算に計上されていない部分につい

ても、業務費用計算書に反映させる必要があることから、業務費用計算書の「補助金等」については、

漁業者に対する保険料国庫負担金を計上している。



附属明細書

1 貸借対照表の内容に関する明細

⑴ 資産項目の明細

① 現金・預金の明細

（単位：百万円）

内 容 本年度末残高

政 府 預 金（日 本 銀 行 預 金） 2,869
財 政 融 資 資 金 預 託 金 8,064
合 計 10,933

⑵ 負債項目の明細

① 支払備金の明細

（単位：百万円）

債 務 の 種 類 相 手 先 本年度末残高

再 保 険 金 支 払 見 込 額 日本漁船保険組合 4
合 計 4

② 他会計繰戻未済金の明細

（単位：百万円）

債 務 の 種 類 相 手 先 本年度末残高

他 会 計 繰 戻 未 済 金 一般会計 17,636
合 計 17,636

2 業務費用計算書の内容に関する明細

⑴ 補助金等の明細

（単位：百万円）

名 称 相 手 先 金 額 支 出 目 的 連結対象
の有無

保 険 料 国 庫 負 担 金 日本漁船保険組合 7,293「漁船損害等補償法」第 139条及び第 139条の2の規定による保険料の国庫負担金 無

合 計 7,293

3 資産・負債差額増減計算書の内容に関する明細

⑴ その他の財源の明細

（単位：百万円）

款 項 相 手 先 金 額

雑 収 入 雑 収 入 財務省 1
合 計 1

4 区分別収支計算書の内容に関する明細

⑴ その他の収入の明細

（単位：百万円）

款 項 相 手 先 金 額

雑 収 入 雑 収 入 財務省 1
合 計 1

⑵ 資金の明細

（単位：百万円）

資 金 名 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高

積 立 金 5,710 ― ― 5,710
合 計 5,710 ― ― 5,710



⑶ その他歳計外現金・預金の増減の明細

（単位：百万円）

内 容 金 額

前 年 度 末 残 高 2,807
本 年 度 受 入 2,353
本 年 度 払 出 2,807
本 年 度 末 残 高 2,353



漁業共済保険勘定

貸 借 対 照 表

（単位：百万円）

前会計年度
（平成 30年
3月 31日）

本会計年度
（平成 31年
3月 31日）

前会計年度
（平成 30年
3月 31日）

本会計年度
（平成 31年
3月 31日）

〈資 産 の 部〉 〈負 債 の 部〉

現 金 ・ 預 金 4,869 2,072 支 払 備 金 357 689

未 経 過 保 険 料 1,667 1,784

他会計繰戻未済金 28,229 25,385

負 債 合 計 30,255 27,858

〈資産・負債差額の部〉

資 産 ・ 負 債 差 額 � 25,385 � 25,786

資 産 合 計 4,869 2,072 負債及び資産・
負 債 差 額 合 計 4,869 2,072



漁業共済保険勘定

業 務 費 用 計 算 書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 29年 4月 1 日
至 平成 30年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 30年 4月 1 日
至 平成 31年 3月 31日

�
�

保 険 費 854 4,230

補 助 金 等 8,828 8,995

業 務 勘 定 へ の 繰 入 102 91

本 年 度 業 務 費 用 合 計 9,785 13,318



漁業共済保険勘定

資産・負債差額増減計算書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 29年 4月 1 日
至 平成 30年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 30年 4月 1 日
至 平成 31年 3月 31日

�
�

Ⅰ 前年度末資産・負債差額 � 28,229 � 25,385

Ⅱ 本年度業務費用合計 � 9,785 � 13,318

Ⅲ 財 源 12,630 12,916

1 自 己 収 入 3,699 3,828

保 険 料 収 入 3,699 3,828

2 他会計からの受入 8,931 9,087

一般会計からの受入 8,931 9,087

Ⅳ 本年度末資産・負債差額 � 25,385 � 25,786



漁業共済保険勘定

区 分 別 収 支 計 算 書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 29年 4月 1 日
至 平成 30年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 30年 4月 1 日
至 平成 31年 3月 31日

�
�

Ⅰ 業 務 収 支

1 財 源

他会計からの受入

一般会計からの受入 8,931 9,087

前年度剰余金受入 1,599 2,025

財 源 合 計 10,531 11,112

2 業 務 支 出

⑴ 業務支出（施設整備支出を除く）

保 険 費 � 583 � 3,898

補 助 金 等 � 4,975 � 5,050

業務勘定への繰入 � 102 � 91

業務支出（施設整備支出を除く）合計 � 5,661 � 9,040

業 務 支 出 合 計 � 5,661 � 9,040

業 務 収 支 4,869 2,072

Ⅱ 財 務 収 支

財 務 収 支 ― ―

本 年 度 収 支 4,869 2,072

翌年度一般会計への繰入 � 2,844 ―

翌 年 度 歳 入 繰 入 2,025 2,072

その他歳計外現金・預金本年度末残高 2,844 ―

本年度末現金・預金残高 4,869 2,072



注 記

1 重要な会計方針

⑴ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

2 追加情報

⑴ 出納整理期間

本特別会計は出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数

をもって会計年度末の計数としている。

⑵ 財政法第 44条の資金

資金の種類：積立金

根 拠 法 令：「特別会計に関する法律」第 134条第 1項

内 容：将来の保険金等支払財源の確保のために設置している。

決算上剰余が生じた場合は積立金として積立、不足が生じた場合は積立金から補足

することとなっている。

また、この積立金は「特別会計に関する法律」第 12条の規定により、財政融資資金

に預託して運用することができることとなっている。なお、現在残高はない。

⑶ 表示科目の説明

① 貸借対照表

ア 資産の部

・「現金・預金」には、日本銀行預金を計上している。

イ 負債の部

・「支払備金」には、翌年度の 7月までに政府が把握した本年度の保険金支払見込総額から本年度に

おける支出負担行為済額を控除した保険金の支払見込額を計上している。

・「未経過保険料」には、未経過期間に対応する責任に相当する額として算定した保険料を計上して

いる。

・「他会計繰戻未済金」には、保険金支払財源不足による一般会計からの受入金を計上している。

② 業務費用計算書

・「保険費」には、漁業共済保険に係る保険金として支出した額に次年度へ繰り越す支払備金及び前年

度から繰り越された支払備金を加減した額を計上しており、前会計年度において、漁業共済保険に

係る保険金として支出した額に次年度へ繰り越す支払備金及び前年度から繰り越された支払備金を

加減した額を計上している。

・「補助金等」には、「漁業災害補償法」第 195条及び第 195条の 2の規定による共済契約者が支払う純

共済掛金への国庫補助金額を計上している。

・「業務勘定への繰入」には、「特別会計に関する法律」第 130条第 2項の規定による漁業共済保険事業

に係る事務取扱費の支出財源に充てるため、業務勘定への繰入額を計上している。

③ 資産・負債差額増減計算書

・「前年度末資産・負債差額」には、前年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。

・「本年度業務費用合計」には、業務費用計算書の「本年度業務費用合計」の額を計上している。

・「保険料収入」には、漁業共済保険に係る補助金等との相殺分である保険料に前年度から繰り越され

た未経過保険料及び次年度へ繰り越す未経過保険料を加減した額を計上している。

・「一般会計からの受入」には、「漁業災害補償法」第 195条及び第 195条の 2の規定に基づく漁獲共

済、養殖共済、特定養殖共済及び漁業施設共済の引受に伴う共済掛金国庫補助金の財源並びに「特

別会計に関する法律」第 130条第 2項の規定に基づく事務取扱費に要する経費の財源に充てるため

の一般会計からの受入額を計上している。



・「本年度末資産・負債差額」には、本年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。

④ 区分別収支計算書

ア 業務収支

・「一般会計からの受入」には、「漁業災害補償法」第 195条及び第 195条の 2の規定に基づく漁獲共

済、養殖共済、特定養殖共済及び漁業施設共済の引受に伴う共済掛金国庫補助金の財源並びに

「特別会計に関する法律」第 130条第 2項の規定に基づく事務取扱費に要する経費の財源に充てる

ための一般会計からの受入額を計上している。

・「前年度剰余金受入」には、本勘定の前年度剰余金を計上している。

・「保険費」には、「漁業災害補償法」第 147条の 8の規定に基づく保険金として支出した額を計上し

ている。

・「補助金等」には、漁業共済組合連合会交付金の支出額を計上している。

・「業務勘定への繰入」には、「特別会計に関する法律」第 130条第 2項の規定による漁業共済保険事

業に係る事務取扱費の支出財源に充てるため、業務勘定への繰入額を計上している。

・「業務収支」には、財源合計から業務支出合計を控除した額を計上している。

イ 本年度収支以下の区分

・「本年度収支」には、業務収支を計上している。

・「翌年度一般会計への繰入」には、本勘定での決算処理による翌年度一般会計への繰入額を計上し

ていないが、前会計年度において、本勘定での決算処理による翌年度一般会計への繰入額を計上

している。

・「翌年度歳入繰入」には、「本年度収支」から「翌年度一般会計への繰入」を減算したものを計上して

いる。

・「その他歳計外現金・預金本年度末残高」には、「他会計繰戻未済金」として保有している歳計外の

現金・預金の本年度末残高がないため計上していない。

・「本年度末現金・預金残高」には、「翌年度歳入繰入」に「その他歳計外現金・預金本年度末残高」を

加算したものを計上している。計上額は、貸借対照表の「現金・預金」と一致する。

⑷ その他特別会計財務書類の内容を理解するために特に必要と考えられる情報

① 百万円未満切り捨てのため、合計が一致しないことがある。

② 百万円未満の計数がある場合には「 0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「―」で表示している。

③ 他会計繰戻未済金

漁業共済に係る保険金の支払財源が不足した際に、「漁船再保険及漁業共済保険特別会計における

漁業共済に係る保険金の支払財源の不足に充てるための一般会計からする繰入金に関する法律」等に

基づき保険金の支払財源不足金額を一般会計から繰り入れているが、後日、決算上の剰余を生じた場

合には、当該繰入金に相当する金額に達するまでの金額を一般会計に繰り入れなければならないこと

となっており、当該繰戻未済に相当する金額を一般会計繰戻未済金として負債計上している。

また、東日本大震災により保険金の支払財源に不足が生じ、「東日本大震災に対処するための特別

の財政援助及び助成に関する法律」第 34条第 1項の規定により、保険金の支払財源を一般会計から繰

り入れたが、後日、決算上の剰余が生じた場合には、同法同条第 2項の規定により当該繰入金に相当

する金額に達するまでの金額を、予算の定めるところにより、一般会計に繰り入れなければならない

こととなっており、当該繰戻未済に相当する金額を一般会計繰戻未済金として負債計上している。

④ 漁業共済保険勘定においては、「漁業災害補償法」第 196条の規定に基づき、共済掛金国庫補助金に

ついて、事務処理上の観点から、全国漁業共済組合連合会から納入される保険料と相殺したところで

予算措置することができることとされている。こうしたことから、相殺後の歳入歳出決算を基礎とし

て業務費用計算書を作成した場合には、業務費用総額が表示されないこととなる。

このため、法令の規定に基づき相殺が行われたことで歳入歳出決算に計上されていない部分につい

ても、業務費用計算書に反映させる必要があることから、業務費用計算書の「補助金等」については、

漁業者に対する共済掛金国庫補助額を計上している。



附属明細書

1 貸借対照表の内容に関する明細

⑴ 資産項目の明細

① 現金・預金の明細

（単位：百万円）

内 容 本年度末残高

政 府 預 金（日 本 銀 行 預 金） 2,072
合 計 2,072

⑵ 負債項目の明細

① 支払備金の明細

（単位：百万円）

債 務 の 種 類 相 手 先 本年度末残高

保 険 金 支 払 見 込 額 全国漁業共済組合連合会 689
合 計 689

② 他会計繰戻未済金の明細

（単位：百万円）

債 務 の 種 類 相 手 先 本年度末残高

他 会 計 繰 戻 未 済 金 一般会計 25,385
合 計 25,385

2 業務費用計算書の内容に関する明細

⑴ 補助金等の明細

（単位：百万円）

名 称 相 手 先 金 額 支 出 目 的 連結対象
の有無

共 済 掛 金 国 庫 補 助 金 全国漁業共済組合連合会 8,995「漁業災害補償法」第 195条及び第 195条の 2の規定による共済掛金の国庫補助金 無

合 計 8,995

3 区分別収支計算書の内容に関する明細

⑴ その他歳計外現金・預金の増減の明細

（単位：百万円）

内 容 金 額

前 年 度 末 残 高 2,844
本 年 度 受 入 ―

本 年 度 払 出 2,844
本 年 度 末 残 高 ―



業 務 勘 定

貸 借 対 照 表

（単位：百万円）

前会計年度
（平成 30年
3月 31日）

本会計年度
（平成 31年
3月 31日）

前会計年度
（平成 30年
3月 31日）

本会計年度
（平成 31年
3月 31日）

〈資 産 の 部〉 〈負 債 の 部〉

未 収 金 11 11 未 払 金 1,819 3,613

そ の 他 の 債 権 等 1,810 3,605 賞 与 引 当 金 97 101

貸 倒 引 当 金 � 11 � 11 退 職 給 付 引 当 金 2,055 2,012

有 形 固 定 資 産 666 578 他勘定繰戻未済金 1,161 919
国有財産（公共用
財産を除く） 664 573 そ の 他 の 債 務 等 44,329 44,571

土 地 579 506

立 木 竹 3 3

建 物 80 62 負 債 合 計 49,464 51,217
工 作 物 1 0

物 品 2 4 〈資産・負債差額の部〉

無 形 固 定 資 産 437 1,085 資 産 ・ 負 債 差 額 � 46,549 � 45,948

資 産 合 計 2,914 5,269 負債及び資産・
負 債 差 額 合 計 2,914 5,269



業 務 勘 定

業 務 費 用 計 算 書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 29年 4月 1 日
至 平成 30年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 30年 4月 1 日
至 平成 31年 3月 31日

�
�

人 件 費 1,257 1,244

賞 与 引 当 金 繰 入 額 97 101

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 15 34

補 助 金 等 461 456

庁 費 等 8,439 8,647

そ の 他 の 経 費 61 720

減 価 償 却 費 61 79

資 産 処 分 損 益 57 86

本 年 度 業 務 費 用 合 計 10,451 11,372



業 務 勘 定

資産・負債差額増減計算書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 29年 4月 1 日
至 平成 30年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 30年 4月 1 日
至 平成 31年 3月 31日

�
�

Ⅰ 前年度末資産・負債差額 � 46,774 � 46,549

Ⅱ 本年度業務費用合計 � 10,451 � 11,372

Ⅲ 財 源 10,682 11,985

1 自 己 収 入 1 4

そ の 他 の 財 源 1 4

2 他勘定からの受入 10,681 11,980

農業経営安定勘定からの受入 39 37

食糧管理勘定からの受入 9,065 10,416

農業再保険勘定からの受入 892 854

漁船再保険勘定からの受入 581 580

漁業共済保険勘定からの受入 102 91

Ⅳ 資 産 評 価 差 額 � 6 � 11

Ⅴ 本年度末資産・負債差額 � 46,549 � 45,948



業 務 勘 定

区 分 別 収 支 計 算 書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 29年 4月 1 日
至 平成 30年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 30年 4月 1 日
至 平成 31年 3月 31日

�
�

Ⅰ 業 務 収 支

1 財 源

自 己 収 入

資 産 売 払 収 入 163 28

そ の 他 の 収 入 1 4

他勘定からの受入

農業経営安定勘定からの受入 39 37

食糧管理勘定からの受入 11,657 8,621

農業再保険勘定からの受入 892 854

漁船再保険勘定からの受入 581 580

漁業共済保険勘定からの受入 102 91

財 源 合 計 13,438 10,219

2 業 務 支 出

⑴ 業務支出（施設整備支出を除く）

人 件 費 � 1,421 � 1,383

補 助 金 等 � 461 � 456

庁 費 等 の 支 出 � 11,451 � 7,619

そ の 他 の 支 出 � 104 � 759

業務支出（施設整備支出を除く）合計 � 13,438 � 10,219

業 務 支 出 合 計 � 13,438 � 10,219

業 務 収 支 ― ―

Ⅱ 財 務 収 支

財 務 収 支 ― ―

本 年 度 収 支 ― ―

翌 年 度 歳 入 繰 入 ― ―

本年度末現金・預金残高 ― ―



注 記

1 重要な会計方針

⑴ 減価償却の方法等

① 有形固定資産

国有財産（公共用財産を除く）については、「食料安定供給特別会計事務取扱細則」（以下「細則」とい

う。）第 17条に定める耐用年数に基づく定率法によっている。なお、残存価額まで到達している国有

財産（公共用財産を除く）については、耐用年数を経過した翌会計年度から 5年間で備忘価格 1円まで

均等償却を行っている。

物品については、細則第 17条に定める耐用年数に基づく、残存価額を取得原価の 10％とした定率

法によっている。ただし、「特別会計に関する法律等の一部を改正する等の法律」（平成 25年法律第

76号）附則第 9条第 4項の規定により帰属した旧農業共済再保険特別会計業務勘定の物品について

は、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に定める耐用年数に基づく、残存価額を取得原価の

10％とした定額法によっている。なお、残存価額まで到達している物品については、耐用年数を経

過した翌会計年度から 5年間で備忘価格 1円まで均等償却を行っている。

② 無形固定資産

ソフトウェアについては、取得に要した費用を資産価額とし、利用可能期間（ 5年）に基づく定額法

によっている。

⑵ 引当金の計上基準及び算定方法

① 貸倒引当金

未収金のうち一般債権については、過去 3年間の貸倒実績率に基づく回収不能見込額を計上してい

る。徴収停止等債権及び履行期限到来等債権については、個別の債権ごとの回収可能性を勘案した回

収不能見込額を計上している。

② 賞与引当金

6月支給分の期末手当及び勤勉手当の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分

（期末手当及び勤勉手当の 6月支給分の 4/6）を計上している。

③ 退職給付引当金

退職手当に係る退職給付引当金については、自己都合による期末要支給額を、次の計算方法により

計上している。

・基 本 額…勤続年数別の職員数×平均給与×自己都合退職手当支給率

・調 整 額…「国家公務員退職手当法」第 6条の 4に定められた区分別の職員数×想定される調整

月額単価×60ヶ月

恩給給付費に係る引当金については、将来給付見込額を受給者見込数、改訂率見込、割引率を用い

て計算した額を計上している。

国家公務員共済年金のうち、整理資源（昭和 34年 10月前の恩給公務員期間に係る給付分）に係る引

当金については、将来給付見込額の割引現在価値を計上している。

「国家公務員災害補償法」に基づく補償のうち、遺族補償年金に係る引当金については、「支給率×

平均給与（平均給与上昇率を考慮）×割引率」により算出し、遺族特別給付金（年金）に係る引当金につ

いては、「遺族補償年金に係る引当金の額×特別支給率」により算出した額を計上している。

⑶ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

② 退職給付引当金の算定において用いる平均給与上昇率及び割引率について

・平均給与上昇率：2.9％

（平成 26年財政検証で用いられている長期的な賃金上昇率から算出）

・割 引 率：4.2％

（平成 26年財政検証で用いられている長期的な運用利回りから算出）



2 重要な会計方針の変更

⑴ 表示方法の変更について

前会計年度の表示科目である「農業共済再保険勘定からの受入」は、本会計年度からは「農業再保険勘

定からの受入」に名称変更している。

3 偶発債務

⑴ 損害賠償等の請求を受けているもの

（単位：百万円）

訴 訟 等 の 略 称 請 求 金 額 事 件 番 号 訴 訟 等 の 概 要

国有財産売払いに係る瑕疵担保責任
に基づく損害賠償請求 62 ― 旧横浜サイロ売払いに係る杭残土・汚染土壌によ

る損害賠償請求

国有財産売払いに係る瑕疵担保責任
に基づく損害賠償請求 17 ― 旧酒田倉庫売払いに係る排水経路整備工事の発生

等による損害賠償請求

国有財産売払いに係る瑕疵担保責任
に基づく損害賠償請求 5

松江地方裁判所
平成 30年（ワ）
第 100号

旧益田分室庁舎等売払いに係る飛散性アスベスト
撤去工事の発生等による損害賠償請求

（注） 訴訟等の見込、結果にかかわらず、平成 31年 3月 31日現在の請求金額を記載している。

4 翌年度以降支出予定額

⑴ 国庫債務負担行為

国庫債務負担行為による翌年度以降に係る支出予定額 395百万円

5 追加情報

⑴ 出納整理期間

本特別会計は出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数

をもって会計年度末の計数としている。

⑵ 表示科目の説明

① 貸借対照表

ア 資産の部

・「未収金」には、利息債権等を計上している。

・「その他の債権等」には、消費税受入未済金（業務勘定における未払消費税に係る食糧管理勘定の

負担額（要受入額））を計上している。

・「貸倒引当金」には、未収金に対する貸倒見積額を計上している。

・「国有財産（公共用財産を除く）」には、国有財産台帳価格を計上している。

・「土地」には、主に旧地方農政事務所庁舎に係る用地を計上している。

・「立木竹」には、旧地方農政事務所の立木竹を計上している。

・「建物」には、旧地方農政事務所庁舎を計上している。

・「工作物」には、主に旧地方農政事務所の工作物を計上している。

・「物品」には、取得価格（見積価格）が 50万円以上の物品について、取得価格から減価償却費相当

額を控除した後の価額で計上している。

・「無形固定資産」には、電話加入権については NTTの公定価格、ソフトウェアについては取得に

要した費用から減価償却費相当額を控除した後の価額及びソフトウェア仮勘定については現在制

作中のシステムに係る設計・開発費の負担額を計上している。

イ 負債の部

・「未払金」には、消費税、児童手当、公務災害補償費及び恩給給付費に係る未払額を計上してい

る。

・「賞与引当金」には、 6月支給の期末手当・勤勉手当に係る本会計年度の期間に対応する部分を計

上している。



・「退職給付引当金」には、退職手当のほか、整理資源、恩給給付費等に係る引当金を計上してい

る。

・「他勘定繰戻未済金」には、調整資金を財源とした食糧管理勘定からの受入額を計上している。

・「その他の債務等」には、平成 29年度までの食糧管理勘定からの受入額を計上している。

② 業務費用計算書

・「人件費」には、決算書の使途別分類が「人件費」に該当するもののうち職員等に係るもの（職員の手

当、非常勤職員の手当及び休職者の手当等）及び決算書の使途別分類が「補助費・委託費」に該当す

るもののうち国家公務員共済組合負担金として支出した額に、児童手当の未払金や退職手当、賞与

及び国家公務員災害補償年金に関する引当金等の発生主義による調整を行ったものを計上してい

る。

・「賞与引当金繰入額」には、 6月支給の期末手当及び勤勉手当の支給見込額のうち当該年度に帰属す

る部分を計上している。

・「退職給付引当金繰入額」には、退職給付引当金への繰入額を計上している。

・「補助金等」には、漁業協同組合事務費交付金の支出額を計上している。

・「庁費等」には、決算書の使途別分類が「物件費」及び「施設費」に該当するもののうち、他の科目で計

上されていないものであって資産計上されていないものを計上している。

・「その他の経費」には、決算書の使途別分類が「旅費」及び「その他」に該当するもの並びに単独の科目

で表示するには金額の少ないものを計上している。

・「減価償却費」には、有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費を計上している。

・「資産処分損益」には、有形固定資産の売却及び除却等の処分に伴い生じた損益を計上している。

③ 資産・負債差額増減計算書

・「前年度末資産・負債差額」には、前年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。

・「本年度業務費用合計」には、業務費用計算書の「本年度業務費用合計」の額を計上している。

・「その他の財源」には、不用物品売払代等を計上している。

・「農業経営安定勘定からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 130条第 2項の規定による農業経

営安定事業に係る事務取扱費の支出財源に充てるため、農業経営安定勘定からの受入額を計上して

いる。

・「食糧管理勘定からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 130条第 2項の規定による食糧の需給

及び価格の安定のために行う事業に係る事務取扱費の支出財源に充てるため、食糧管理勘定からの

受入額を計上している。

・「農業再保険勘定からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 130条第 2項の規定による農業再保

険事業等に係る事務取扱費の支出財源に充てるため、農業再保険勘定からの受入額を計上してい

る。

・「漁船再保険勘定からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 130条第 2項の規定による漁船再保

険事業に係る事務取扱費の支出財源に充てるため、漁船再保険勘定からの受入額を計上している。

・「漁業共済保険勘定からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 130条第 2項の規定による漁業共

済保険事業に係る事務取扱費の支出財源に充てるため、漁業共済保険勘定からの受入額を計上して

いる。

・「資産評価差額」には、国有財産台帳の価格改定に伴う評価差額を計上している。

・「本年度末資産・負債差額」には、本年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。

④ 区分別収支計算書

ア 業務収支

・「資産売払収入」には、有形固定資産の売却収入を計上している。

・「その他の収入」には、不用物品売払代等を計上している。

・「農業経営安定勘定からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 130条第 2項の規定による農業

経営安定事業に係る事務取扱費の支出財源に充てるため、農業経営安定勘定からの受入額を計上

している。



・「食糧管理勘定からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 130条第 2項の規定による食糧の需

給及び価格の安定のために行う事業に係る事務取扱費の支出財源に充てるため、食糧管理勘定か

らの受入額を計上している。

・「農業再保険勘定からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 130条第 2項の規定による農業再

保険事業等に係る事務取扱費の支出財源に充てるため、農業再保険勘定からの受入額を計上して

いる。

・「漁船再保険勘定からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 130条第 2項の規定による漁船再

保険事業に係る事務取扱費の支出財源に充てるため、漁船再保険勘定からの受入額を計上してい

る。

・「漁業共済保険勘定からの受入」には、「特別会計に関する法律」第 130条第 2項の規定による漁業

共済保険事業に係る事務取扱費の支出財源に充てるため、漁業共済保険勘定からの受入額を計上

している。

・「人件費」には、決算書の使途別分類が「人件費」に該当するもののうち職員等に係るもの（職員の

手当、非常勤職員の手当及び休職者の手当等）及び決算書の使途別分類が「補助費・委託費」に該

当するもののうち国家公務員共済組合負担金として支出した額を計上している。

・「補助金等」には、漁業協同組合事務費交付金の支出額を計上している。

・「庁費等の支出」には、決算書の使途別分類が「物件費」に該当する支出のうち施設整備支出に計上

されないものを計上している。

・「その他の支出」には、決算書の使途別分類が「補助費・委託費」に該当するもののうち国有資産所

在市町村交付金として支出した額、「旅費」、「その他」に該当する支出及び単独の科目で表示する

には金額の少ないもの等を計上している。

・「業務収支」には、財源合計から業務支出合計を控除した額を計上している。

⑶ その他特別会計財務書類の内容を理解するために特に必要と考えられる情報

① 百万円未満切り捨てのため、合計が一致しないことがある。

② 百万円未満の計数がある場合には「 0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「―」で表示している。

③ 食料安定供給特別会計では、「特別会計に関する法律」第 132条第 1項の規定により、業務勘定の利

益又は損失を食糧管理勘定に移して整理することとしているが、特別会計財務書類においては、勘定

ごとの財務内容の開示を目的として作成することとしており、勘定間の損益の移し整理は行わないこ

ととしているため、当該損益の額に相当する食糧管理勘定からの受入額は、「その他の債務等」に計上

している。

なお、この会計処理は、「特別会計に関する法律」附則第 66条の規定による廃止前の食糧管理特別

会計の平成 10年度から行っている。



附属明細書

1 貸借対照表の内容に関する明細

⑴ 資産項目の明細

① 未収金の明細

（単位：百万円）

内 容 相 手 先 本年度末残高

利 息 債 権 等 個人 11
合 計 11

② その他の債権等の明細

（単位：百万円）

債 権 の 種 類 相 手 先 本年度末残高 債 権 の 内 容 等

消 費 税 受 入 未 済 金 食糧管理勘定 3,605 業務勘定における未払消費税に係る食糧管理勘定の負担額（要受入額）

合 計 3,605

③ 貸倒引当金の明細

（単位：百万円）

区 分
貸 付 金 等 の 残 高 貸 倒 引 当 金 の 残 高

摘 要前 年 度 末
残 高

本 年 度
増 減 額

本 年 度 末
残 高

前 年 度 末
残 高

本 年 度
増 減 額

本 年 度 末
残 高

未 収 金 11 ― 11 11 ― 11
一般債権について
は、未収金の残高
に、過去 3年間の貸
倒実績率（注）を乗じ
た額を計上してい
る。
（注） 過去 3年間の

債権平均残高に
対する過去 3年
間の不納欠損の
年間平均額の割
合
徴収停止等債権及
び履行期限到来等債
権については、個別
の債権ごとの回収可
能性を勘案した回収
不能見込額を計上し
ている。

徴 収 停 止 等 債 権 11 ― 11 11 ― 11

履行期限到来等債権 0 0 0 ― ― ―

上 記 以 外 の 債 権 0 � 0 ― ― ― ―

合 計 11 ― 11 11 ― 11

④ 固定資産の明細

（単位：百万円）

区 分 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本 年 度
減価償却額

評 価 差 額
（本年度発生分） 本年度末残高

（有 形 固 定 資 産）

国有財産（公共用財産を除く） 664 ― 75 3 � 11 573
普 通 財 産 664 ― 75 3 � 11 573
土 地 579 ― 60 ― � 12 506
立 木 竹 3 ― ― ― 0 3
建 物 80 ― 14 2 ― 62
工 作 物 1 ― 0 0 ― 0

物 品 2 2 ― 0 ― 4
小 計 666 2 75 3 � 11 578

（無 形 固 定 資 産）

電 話 加 入 権 0 ― ― ― ― 0
ソ フ ト ウ ェ ア 58 1,101 0 75 ― 1,084
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 378 698 1,077 ― ― 0
小 計 437 1,800 1,077 75 ― 1,085
合 計 1,104 1,803 1,152 79 � 11 1,663



⑵ 負債項目の明細

① 未払金の明細

（単位：百万円）

内 容 相 手 先 本年度末残高

未 払 消 費 税 税務署 3,605
児 童 手 当 職員 0
公 務 災 害 補 償 費 受給者 0
恩 給 給 付 費 受給者 6
合 計 3,613

② 退職給付引当金の明細

（単位：百万円）

区 分 前年度末残高 本年度取崩額 本年度増加額 本年度末残高

退 職 手 当 に 係 る 引 当 金 1,411 1 7 1,417
恩 給 給 付 費 に 係 る 引 当 金 211 37 13 188
整 理 資 源 に 係 る 引 当 金 392 37 10 365
国家公務員災害補償年金に係る引
当金 40 3 3 40

合 計 2,055 78 34 2,012

③ 他勘定繰戻未済金の明細

（単位：百万円）

債 務 の 種 類 相 手 先 本年度末残高

他 勘 定 繰 戻 未 済 金 食糧管理勘定 919
合 計 919

④ その他の債務等の明細

（単位：百万円）

債 務 の 種 類 相 手 先 本年度末残高

食糧管理勘定より長期受入金 食糧管理勘定 44,571
合 計 44,571

2 業務費用計算書の内容に関する明細

⑴ 補助金等の明細

（単位：百万円）

名 称 相 手 先 金 額 支 出 目 的 連結対象
の有無

漁業協同組合事務費交付金 日本漁船保険組合 456
「漁船損害等補償法」第 141条第 1項の規定に
基づき、義務加入漁船について保険料の収集
等をした漁業協同組合に対し、日本漁船保険
組合が交付する事務費の一部を国庫補助

無

合 計 456

3 資産・負債差額増減計算書の内容に関する明細

⑴ その他の財源の明細

（単位：百万円）

款 項 相 手 先 金 額

雑 収 入 雑 収 入 民間企業等 4
合 計 4



⑵ 無償所管換等の明細

（単位：百万円）

区 分 相 手 先 金 額 資産等の内容 所管換等の理由 備 考

誤 謬 訂 正
� 0 ソフトウエア 誤謬訂正

0 ソフトウエア仮勘定 誤謬訂正

合 計 ―

⑶ 資産評価差額の明細

（単位：百万円）

区 分 評価差額の戻入 本年度発生額 本年度増減額 評価差額の発生原因

有 形 固 定 資 産

国有財産（公共用財産を除く） ― � 11 � 11
普 通 財 産 ― � 11 � 11

土 地 ― � 12 � 12 国有財産台帳の価格改定に伴う評価差額

立 木 竹 ― 0 0 国有財産台帳の価格改定に伴う評価差額

合 計 ― � 11 � 11

4 区分別収支計算書の内容に関する明細

⑴ その他の収入の明細

（単位：百万円）

款 項 相 手 先 金 額

雑 収 入 雑 収 入 民間企業等 4
合 計 4



国営土地改良事業勘定

貸 借 対 照 表

（単位：百万円）

前会計年度
（平成 30年
3月 31日）

本会計年度
（平成 31年
3月 31日）

前会計年度
（平成 30年
3月 31日）

本会計年度
（平成 31年
3月 31日）

〈資 産 の 部〉 〈負 債 の 部〉

現 金 ・ 預 金 1,621 918 未 払 金 2 2

未 収 金 46,559 46,090 未 払 費 用 1 1

未 収 収 益 1 1 保 管 金 等 0 ―

前 払 費 用 0 0 賞 与 引 当 金 117 102

貸 倒 引 当 金 � 0 ― 借 入 金 43,489 39,790

有 形 固 定 資 産 5,055 2,299 退 職 給 付 引 当 金 4,276 3,900

公 共 用 財 産 5,048 2,295 他会計繰戻未済金 3,559 7,459

建 設 仮 勘 定 5,048 2,295 負 債 合 計 51,448 51,256
物 品 7 3

無 形 固 定 資 産 11 7 〈資産・負債差額の部〉

資 産 ・ 負 債 差 額 1,802 � 1,939

資 産 合 計 53,250 49,317 負債及び資産・
負 債 差 額 合 計 53,250 49,317



国営土地改良事業勘定

業 務 費 用 計 算 書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 29年 4月 1 日
至 平成 30年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 30年 4月 1 日
至 平成 31年 3月 31日

�
�

人 件 費 3 ―

受 託 工 事 費 26 ―

精 算 還 付 費 3 ―

一 般 会 計 へ の 繰 入 113 103

そ の 他 の 経 費 21 507

減 価 償 却 費 5 3

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 0 � 0

支 払 利 息 414 353

資 産 処 分 損 益 0 1

本 年 度 業 務 費 用 合 計 588 969



国営土地改良事業勘定

資産・負債差額増減計算書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 29年 4月 1 日
至 平成 30年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 30年 4月 1 日
至 平成 31年 3月 31日

�
�

Ⅰ 前年度末資産・負債差額 449 1,802

Ⅱ 本年度業務費用合計 � 588 � 969

Ⅲ 財 源 18,501 18,093

1 自 己 収 入 3,940 2,868

負 担 金 収 入 3,267 2,379

負 担 金 利 息 収 入 532 471

受 託 工 事 費 収 入 26 ―

そ の 他 の 財 源 114 17

2 他会計からの受入 14,561 15,225

一般会計からの受入 14,561 15,225

Ⅳ 無 償 所 管 換 等 � 16,559 � 20,866

Ⅴ 本年度末資産・負債差額 1,802 � 1,939



国営土地改良事業勘定

区 分 別 収 支 計 算 書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 29年 4月 1 日
至 平成 30年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 30年 4月 1 日
至 平成 31年 3月 31日

�
�

Ⅰ 業 務 収 支

1 財 源

自 己 収 入

負 担 金 収 入 7,659 8,472

負 担 金 利 息 収 入 533 472

受 託 工 事 費 収 入 26 ―

そ の 他 の 収 入 115 17

他会計からの受入

一般会計からの受入 14,561 15,225

前年度剰余金受入 985 1,620

財 源 合 計 23,881 25,808

2 業 務 支 出

⑴ 業務支出（施設整備支出を除く）

人 件 費 � 3 ―

受 託 工 事 費 � 26 ―

精 算 還 付 費 � 3 ―

施 設 整 備 費 � 2 � 1

一般会計への繰入 � 1,013 � 1,827

そ の 他 の 支 出 � 21 � 507

業務支出（施設整備支出を除く）合計 � 1,070 � 2,336

⑵ 施 設 整 備 支 出

施設整備に係る支出 � 17,114 � 18,500

施設整備支出合計 � 17,114 � 18,500

業 務 支 出 合 計 � 18,184 � 20,836

業 務 収 支 5,696 4,971

Ⅱ 財 務 収 支

借 入 に よ る 収 入 1,975 2,330

借入金の返済による支出 � 5,637 � 6,029

利 息 の 支 払 額 � 414 � 354

財 務 収 支 � 4,076 � 4,053



本 年 度 収 支 1,620 918

翌 年 度 歳 入 繰 入 1,620 918

その他歳計外現金・預金本年度末残高 0 ―

本年度末現金・預金残高 1,621 918



注 記

1 重要な会計方針

⑴ 減価償却の方法等

① 有形固定資産

物品については、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に定める耐用年数に基づく、残存価額

を取得原価の 10％とした定額法によっている。なお、残存価額まで到達している物品については、

耐用年数を経過した翌会計年度から 5年間で備忘価格 1円まで均等償却を行っている。

② 無形固定資産

ソフトウェアについては、取得に要した費用を資産価額とし、利用可能期間（ 5年）に基づく定額法

によっている。

⑵ 引当金の計上基準及び算定方法

① 貸倒引当金

未収金に係る一般債権については、過去 3年間の貸倒実績率に基づく回収不能見込額を計上してい

る。徴収停止等債権及び履行期限到来等債権については、個別の債権ごとの回収可能性を勘案した回

収不能見込額を計上している。

② 賞与引当金

6月支給分の期末手当及び勤勉手当の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分

（期末手当及び勤勉手当の 6月支給分の 4/6）を計上している。

③ 退職給付引当金

退職手当に係る退職給付引当金については、自己都合による期末要支給額を、次の計算方法により

計上している。

・基 本 額…勤続年数別の職員数×平均給与×自己都合退職手当支給率

・調 整 額…「国家公務員退職手当法」第 6条の 4に定められた区分別の職員数×想定される調整

月額単価×60ヶ月

国家公務員共済年金のうち、整理資源（昭和 34年 10月前の恩給公務員期間に係る給付分）に係る引

当金については、将来給付見込額の割引現在価値を計上している。

⑶ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

② 退職給付引当金の算定において用いる割引率について

・割 引 率：4.2％

（平成 26年財政検証で用いられている長期的な運用利回りから算出）

2 翌年度以降支出予定額

⑴ 歳出予算の繰越し

歳出予算の繰越しに係る翌年度の支出予定額 3,704百万円

⑵ 国庫債務負担行為

国庫債務負担行為による翌年度以降に係る支出予定額 2,152百万円

3 追加情報

⑴ 出納整理期間

本特別会計は出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数

をもって会計年度末の計数としている。



⑵ 業務費用計算書における収益の計上

「貸倒引当金繰入額」において、貸倒引当金の戻入額（貸倒引当金減少額）0百万円を計上している。

⑶ 表示科目の説明

① 貸借対照表

ア 資産の部

・「現金・預金」には、日本銀行預金を計上している。

・「未収金」には、公共事業費地方負担金債権等を計上している。

・「未収収益」には、公共事業費地方負担金債権の利子に係る当年度分を計上している。

・「前払費用」には、翌年度以降分の自賠責保険料を計上している。

・「貸倒引当金」には、前会計年度において、未収金に対する貸倒見積額を計上している。

・「公共用財産」には、建設仮勘定を計上している。

・「建設仮勘定」には、未完成の工事に係る前払金相当額を計上している。

・「物品」には、取得価格（見積価格）が 50万円以上の物品について、取得価格から減価償却費相当

額を控除した後の価額で計上している。

・「無形固定資産」には、電話加入権については取得価格又は NTTの公定価格、ソフトウェアにつ

いては取得に要した費用から減価償却費相当額を控除した後の価額及びソフトウェア仮勘定につ

いては現在制作中のシステムに係る設計・開発費の負担額を計上している。

イ 負債の部

・「未払金」には、児童手当に係る未払額を計上している。

・「未払費用」には、財政融資資金からの借入金に係る未払利息を計上している。

・「保管金等」には、前会計年度において、契約保証金として受け入れた見合いの額の残高を計上し

ている。

・「賞与引当金」には、 6月支給の期末手当・勤勉手当に係る本会計年度分を計上している。

・「借入金」には、財政融資資金からの借入金を計上している。

・「退職給付引当金」には、退職手当及び整理資源に係る引当金を計上している。

・「他会計繰戻未済金」には、「特別会計に関する法律」附則第 231条第 6項の規定により準用された

同法附則第 166条第 1項の規定に基づき一般会計へ繰り戻すこととなっている額を計上してい

る。

② 業務費用計算書

・「人件費」には、前会計年度において、決算書の使途別分類が「人件費」に該当するもの（職員の手当

等）及び決算書の使途別分類が「補助費・委託費」に該当するもののうち国家公務員共済組合負担金

として支出した額のうち、受託工事費に係るものを計上している。

・「受託工事費」には、前会計年度において、土地改良工事の施行上、密接な関連のある工事で本特別

会計の本勘定が委託に基づいて施行した工事費を計上している。

・「精算還付費」には、前会計年度において、受託工事費に係る精算還付費を計上している。

・「一般会計への繰入」には、「特別会計に関する法律」附則第 231条第 6項の規定により準用された同

法附則第 166条第 1項の規定に基づく国営土地改良事業負担金及びその利息の一般会計への繰入の

目的のため、一般会計への国営土地改良事業負担金及びその利息の繰入額等を計上している。

・「その他の経費」には、決算書の使途別分類が「旅費」及び「その他」に該当するもののうち、他の科目

で計上されていないものであって資産計上されていないものを計上している。

・「減価償却費」には、有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費を計上している。

・「貸倒引当金繰入額」には、未収金の貸倒れに伴う費用及び損失の見込額のうち、当該年度に係る額

を計上している。

・「支払利息」には、借入金の資金調達に関して発生した利息を計上している。

・「資産処分損益」には、有形固定資産の売却及び有償譲渡の処分に伴い生じた損益を計上している。



③ 資産・負債差額増減計算書

・「前年度末資産・負債差額」には、前年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。

・「本年度業務費用合計」には、業務費用計算書の「本年度業務費用合計」の額を計上している。

・「負担金収入」には、国営土地改良事業負担金収入額のうち利子相当額を除いた額を計上している。

・「負担金利息収入」には、国営土地改良事業負担金収入額のうち利子相当額を計上している。

・「受託工事費収入」には、前会計年度において、土地改良工事の施行上、密接な関連のある工事で本

特別会計の本勘定が委託に基づいて施行した工事に要した費用で、委託者から納付された収入額を

計上している。

・「その他の財源」には、公務員宿舎貸付料収入等を計上している。

・「一般会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」附則第 231条第 6項の規定により準用された

同法附則第 165条の規定に基づく土地改良工事に要する経費の財源に充てる目的のため、一般会計

からの財源の受入額を計上している。

・「無償所管換等」には、公共用財産等の一般会計への帰属等に伴う資産・負債差額の減少額を計上し

ている。

・「本年度末資産・負債差額」には、本年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。

④ 区分別収支計算書

ア 業務収支

・「負担金収入」には、国営土地改良事業負担金収入額のうち利子相当額を除いた額を計上してい

る。

・「負担金利息収入」には、国営土地改良事業負担金収入額のうち利子相当額を計上している。

・「受託工事費収入」には、前会計年度において、土地改良工事の施行上、密接な関連のある工事で

本特別会計の本勘定が委託に基づいて施行した工事に要した費用で、委託者から納付された収入

額を計上している。

・「その他の収入」には、公務員宿舎貸付料収入等を計上している。

・「一般会計からの受入」には、「特別会計に関する法律」附則第 231条第 6項の規定により準用され

た同法附則第 165条の規定に基づく土地改良工事に要する経費の財源に充てる目的のため、一般

会計からの財源の受入額を計上している。

・「前年度剰余金受入」には、本特別会計の本勘定の前年度剰余金を計上している。

・「人件費」には、前会計年度において、決算書の使途別分類が「人件費」に該当するもの（職員の手

当等）及び決算書の使途別分類が「補助費・委託費」に該当するもののうち国家公務員共済組合負

担金として支出した額のうち、受託工事費に係るものを計上している。

・「受託工事費」には、前会計年度において、土地改良工事の施行上、密接な関連のある工事で本特

別会計の本勘定が委託に基づいて施行した工事費を計上している。

・「精算還付費」には、前会計年度において、受託工事費に係る精算還付費を計上している。

・「施設整備費」には、国営土地改良事業に要した金額のうち、施設整備支出に計上されないもので

他の科目で計上されていないものを計上している。

・「一般会計への繰入」には、「特別会計に関する法律」附則第 231条第 6項の規定により準用された

同法附則第 166条第 1項の規定に基づく国営土地改良事業負担金及びその利息の一般会計への繰

入の目的のため、一般会計への国営土地改良事業負担金及びその利息の繰入額等を計上してい

る。

・「その他の支出」には、決算書の使途別分類が「旅費」及び「その他」に該当する支出のうち、施設整

備支出に計上されないもので他の科目で計上されていないものを計上している。

・「施設整備に係る支出」には、公共用財産の取得に係る支出を計上している。

・「業務収支」には、財源合計から業務支出合計を控除した額を計上している。



イ 財務収支

・「借入による収入」には、財政融資資金からの借入金に係る収入を計上している。

・「借入金の返済による支出」には、財政融資資金への借入金返済支出を計上している。

・「利息の支払額」には、借入金に係る利子支払額を計上している。

ウ 本年度収支以下の区分

・「本年度収支」には、業務収支と財務収支を合計した額を計上している。

・「翌年度歳入繰入」には、「本年度収支」を計上している。

・「その他歳計外現金・預金本年度末残高」には、前会計年度において、本特別会計の本勘定におい

て契約保証金として保有する歳計外の現金・預金を計上している。

・「本年度末現金・預金残高」には、「翌年度歳入繰入」に「その他歳計外現金・預金本年度末残高」を

加算したものを計上している。計上額は、貸借対照表の「現金・預金」と一致する。

⑷ その他特別会計財務書類の内容を理解するために特に必要と考えられる情報

① 百万円未満切り捨てのため、合計が一致しないことがある。

② 百万円未満の計数がある場合には「 0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「―」で表示している。

③ 参考情報

ア 公共用財産に関する情報

本特別会計の本勘定は、未完了借入事業の工事に関する経理を行うため設けられた勘定であり、

本特別会計の本勘定が整備する公共用財産（土地改良施設等）は、完成後一般会計の財産に帰属する

こととなるため、公共用財産については貸借対照表の資産に計上していない。

なお、本年度における公共用財産施設等の増減は、下記のとおりである。

（単位：百万円）

区 分 前 年 度 末 残 高 本 年 度 増 加 額 本 年 度 減 少 額 本 年 度 末 残 高

施 設 ― 20,734 20,734 ―

用 地 ― 127 127 ―

公 共 用 財 産 ― 20,861 20,861 ―



附属明細書

1 貸借対照表の内容に関する明細

⑴ 資産項目の明細

① 現金・預金の明細

（単位：百万円）

内 容 本年度末残高

政 府 預 金（日 本 銀 行 預 金） 918
合 計 918

② 未収金の明細

（単位：百万円）

内 容 相 手 先 本年度末残高

損 害 賠 償 金 債 権 民間会社 ―

公共事業費地方負担金債権 地方公共団体 46,090
合 計 46,090

③ 貸倒引当金の明細

（単位：百万円）

区 分
貸 付 金 等 の 残 高 貸 倒 引 当 金 の 残 高

摘 要前 年 度 末
残 高

本 年 度
増 減 額

本 年 度 末
残 高

前 年 度 末
残 高

本 年 度
増 減 額

本 年 度 末
残 高

未 収 金 46,559 � 468 46,090 0 � 0 ―

未収金に係る一般
債権については、過
去 3年間の貸倒実績
率（注）を乗じた額を
計上している。
（注） 過去 3年間の

債権平均残高に
対する過去 3年
間の不納欠損の
年間平均額の割
合
徴収停止等債権及
び履行期限到来等債
権については、個別
の債権ごとの回収可
能性を勘案した回収
不能見込額を計上し
ている。

徴 収 停 止 等 債 権 ― ― ― ― ― ―

履行期限到来等債権 0 � 0 ― 0 � 0 ―

上 記 以 外 の 債 権 46,559 � 468 46,090 ― ― ―

合 計 46,559 � 468 46,090 0 � 0 ―

④ 固定資産の明細

（単位：百万円）

区 分 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本 年 度
減価償却額

評 価 差 額
（本年度発生分） 本年度末残高

（有 形 固 定 資 産）

公 共 用 財 産 5,048 2,295 5,048 ― ― 2,295
建 設 仮 勘 定 5,048 2,295 5,048 ― ― 2,295

物 品 7 0 1 2 ― 3
小 計 5,055 2,295 5,049 2 ― 2,299

（無 形 固 定 資 産）

ソ フ ト ウ ェ ア 1 0 0 0 ― 1
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 ― 0 0 ― ― 0
電 話 加 入 権 10 0 4 ― ― 5
小 計 11 1 4 0 ― 7
合 計 5,067 2,297 5,054 3 ― 2,306



⑵ 負債項目の明細

① 未払金の明細

（単位：百万円）

内 容 相 手 先 本年度末残高

児 童 手 当 受給者 2
合 計 2

② 借入金の明細

（単位：百万円）

借 入 先 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高

財 政 融 資 資 金 43,489 2,330 6,029 39,790
合 計 43,489 2,330 6,029 39,790

③ 退職給付引当金の明細

（単位：百万円）

区 分 前年度末残高 本年度取崩額 本年度増加額 本年度末残高

退 職 手 当 に 係 る 引 当 金 2,387 ― � 301 2,085
整 理 資 源 に 係 る 引 当 金 1,889 125 51 1,814
合 計 4,276 125 � 250 3,900

④ 他会計繰戻未済金の明細

（単位：百万円）

債 務 の 種 類 相 手 先 本年度末残高

他 会 計 繰 戻 未 済 金 一般会計 7,459
合 計 7,459

2 資産・負債差額増減計算書の内容に関する明細

⑴ その他の財源の明細

（単位：百万円）

款 項 相 手 先 金 額

雑 収 入 雑 収 入 民間会社等 17
合 計 17

⑵ 無償所管換等の明細

（単位：百万円）

区 分 相 手 先 金 額 資産等の内容 所管換等の理由 備 考

資産の無償所管換（渡） 一般会計 � 127 公共用財産用地 事業完了に伴う引
渡

資産の無償所管換（渡） 一般会計 � 20,734 公共用財産施設 事業完了に伴う引
渡

資産の無償所管換（渡） 一般会計 � 4 電話加入権 所属替による減少

誤 謬 訂 正 � 0 ソフトウェア 誤謬訂正

誤 謬 訂 正 0 ソフトウェア仮勘定 誤謬訂正

合 計 � 20,866

3 区分別収支計算書の内容に関する明細

⑴ その他の収入の明細

（単位：百万円）

款 項 相 手 先 金 額

雑 収 入 雑 収 入 民間会社等 17
合 計 17



⑵ その他歳計外現金・預金の増減の明細

（単位：百万円）

内 容 金 額

前 年 度 末 残 高 0
本 年 度 受 入 ―

契 約 保 証 金 ―

本 年 度 払 出 0
契 約 保 証 金 0

本 年 度 末 残 高 ―



合 算 貸 借 対 照 表

（単位：百万円）

前会計年度
（平成 30年
3月 31日）

本会計年度
（平成 31年
3月 31日）

前会計年度
（平成 30年
3月 31日）

本会計年度
（平成 31年
3月 31日）

〈資 産 の 部〉 〈負 債 の 部〉

現 金 ・ 預 金 307,680 340,520 未 払 金 1,822 3,615

売 掛 金 29,985 28,219 支 払 備 金 6,911 8,250

た な 卸 資 産 79,556 72,218 未 払 費 用 1 1

未 収 金 55,646 53,980 保 管 金 等 0 ―

未 収 収 益 2 2 前 受 金 980 1,326

未収（再）保険料 11 9 未経過（再）保険料 11,133 12,497

前 払 金 2,255 1,624 賞 与 引 当 金 214 203

前 払 費 用 0 0 政 府 短 期 証 券 100,029 90,038

貸 付 米 131,980 121,512 借 入 金 43,489 39,790

貸 倒 引 当 金 � 90 � 89 退 職 給 付 引 当 金 6,332 5,912

有 形 固 定 資 産 6,483 3,616 他会計繰戻未済金 52,233 50,481
国有財産（公共用
財産を除く） 1,425 1,313

土 地 988 916

立 木 竹 3 3

建 物 420 382

工 作 物 13 10

公 共 用 財 産 5,048 2,295 負 債 合 計 223,149 212,117
建 設 仮 勘 定 5,048 2,295

物 品 10 7 〈資産・負債差額の部〉

無 形 固 定 資 産 448 1,092 資 産 ・ 負 債 差 額 390,811 410,590

資 産 合 計 613,960 622,708 負債及び資産・
負 債 差 額 合 計 613,960 622,708



合算業務費用計算書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 29年 4月 1 日
至 平成 30年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 30年 4月 1 日
至 平成 31年 3月 31日

�
�

人 件 費 1,261 1,244

賞 与 引 当 金 繰 入 額 97 101

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 15 34

売 上 原 価 307,300 315,402

（再） 保 険 費 25,806 40,951

事 業 管 理 費 76 121

受 託 工 事 費 26 ―

精 算 還 付 費 3 ―

補 助 金 等 72,873 75,591

委 託 費 18,599 16,585

交 付 金 211,863 177,235

一 般 会 計 へ の 繰 入 113 103

庁 費 等 8,439 8,647

公 債 事 務 取 扱 費 0 0

そ の 他 の 経 費 67 1,241

減 価 償 却 費 94 104

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 0 � 0

支 払 利 息 279 235

資 産 処 分 損 益 58 88

本 年 度 業 務 費 用 合 計 646,977 637,689



合算資産・負債差額増減計算書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 29年 4月 1 日
至 平成 30年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 30年 4月 1 日
至 平成 31年 3月 31日

�
�

Ⅰ 前年度末資産・負債差額 383,681 390,811

Ⅱ 本年度業務費用合計 � 646,977 � 637,689

Ⅲ 財 源 670,679 678,347

1 自 己 収 入 422,201 422,756

（再）保 険 料 収 入 45,137 46,456

食 糧 等 売 払 収 入 349,468 346,050

負 担 金 収 入 3,267 2,379

負 担 金 利 息 収 入 532 471

受 託 工 事 費 収 入 26 ―

納 付 金 収 入 21,892 25,397

輸入食糧等納付金収入 452 511

そ の 他 の 財 源 1,423 1,489

2 他会計からの受入 248,478 255,590

一般会計からの受入 248,478 255,590

Ⅳ 無 償 所 管 換 等 � 16,559 � 20,866

Ⅴ 資 産 評 価 差 額 � 12 � 11

Ⅵ 本年度末資産・負債差額 390,811 410,590



合算区分別収支計算書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 29年 4月 1 日
至 平成 30年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 30年 4月 1 日
至 平成 31年 3月 31日

�
�

Ⅰ 業 務 収 支

1 財 源

自 己 収 入

（再）保 険 料 収 入 2,036 2,224

資 産 売 払 収 入 163 28

食糧等売払代収入 347,168 348,161

負 担 金 収 入 7,659 8,472

負 担 金 利 息 収 入 533 472

受 託 工 事 費 収 入 26 ―

納 付 金 収 入 21,892 25,397

輸入食糧等納付金収入 452 511

そ の 他 の 収 入 13,281 13,281

他会計からの受入

一般会計からの受入 248,478 255,590

前年度剰余金受入 120,007 117,677

財 源 合 計 761,699 771,817

2 業 務 支 出

⑴ 業務支出（施設整備支出を除く）

人 件 費 � 1,425 � 1,383

（再） 保 険 費 � 26,297 � 39,611

食 糧 等 買 入 費 � 311,375 � 307,434

食 糧 等 管 理 費 � 76 � 121

受 託 工 事 費 � 26 ―

精 算 還 付 費 � 3 ―

施 設 整 備 費 � 2 � 1

補 助 金 等 � 29,760 � 29,993

委 託 費 � 18,599 � 16,585

交 付 金 � 211,885 � 177,247

一般会計への繰入 � 1,013 � 1,827

庁 費 等 の 支 出 � 11,451 � 7,619

そ の 他 の 支 出 � 88 � 1,266

業務支出（施設整備支出を除く）合計 � 612,005 � 583,093



⑵ 施 設 整 備 支 出

施設整備に係る支出 � 17,114 � 18,500

施設整備支出合計 � 17,114 � 18,500

業 務 支 出 合 計 � 629,119 � 601,593

業 務 収 支 132,579 170,223

Ⅱ 財 務 収 支

政府短期証券の発行による収入 100,000 90,000

政府短期証券の償還による支出 � 91,000 � 100,000

借 入 に よ る 収 入 1,975 2,330

借入金の返済による支出 � 5,637 � 6,029

利 息 の 支 払 額 � 414 � 354

公債事務取扱に係る支出 � 0 � 0

財 務 収 支 4,922 � 14,054

本 年 度 収 支 137,502 156,169

資金への繰入（決算処理によるもの） � 14,172 � 4,015

翌年度一般会計への繰入 � 5,652 � 2,353

翌 年 度 歳 入 繰 入 117,677 149,800

資金本年度末残高 184,350 188,365

その他歳計外現金・預金本年度末残高 5,653 2,353

本年度末現金・預金残高 307,680 340,520



注 記

1 重要な会計方針

⑴ たな卸資産の評価基準及び評価方法

食糧管理勘定にあっては、「特別会計に関する法律施行令」第 63条の規定に基づき、主として修正売

価法によっている。具体的には次のとおりである。

① 食糧については、修正売価と取得価格とを比較し、いずれか低い方の価格

② 修正売価評価によりがたい食糧及び輸入飼料については、取得価格と売却見込価格とを比較し、い

ずれか低い方の価格

（注） 修正売価＝売却予定価格－見込経費（翌年度売却されるまでの期間にかかると見込まれる保管

料、運搬費、金利等の経費）

【特別会計に関する法律施行令抜粋】

（主要食糧の価格の改定）

第 63条 食料安定供給特別会計の食糧管理勘定において保有する主要食糧の価格は、毎会計年

度、 3月 31日の市価に準拠して改定しなければならない。

⑵ 減価償却の方法等

① 有形固定資産

食糧管理勘定及び業務勘定にあっては、国有財産（公共用財産を除く）については、「食料安定供給

特別会計事務取扱細則」（以下「細則」という。）第 17条に定める耐用年数に基づく定率法によってい

る。なお、残存価額まで到達している国有財産（公共用財産を除く）については、耐用年数を経過した

翌会計年度から 5年間で備忘価格 1円まで均等償却を行っている。

物品については、業務勘定にあっては、細則第 17条に定める耐用年数に基づく、残存価額を取得

原価の 10％とした定率法、国営土地改良事業勘定にあっては、「減価償却資産の耐用年数等に関する

省令」に定める耐用年数に基づく、残存価額を取得原価の 10％とした定額法によっている。ただし、

「特別会計に関する法律等の一部を改正する等の法律」（平成 25年法律第 76号）附則第 9条第 4項の規

定により帰属した旧農業共済再保険特別会計業務勘定の物品については、「減価償却資産の耐用年数

等に関する省令」に定める耐用年数に基づく、残存価額を取得原価の 10％とした定額法によってい

る。なお、残存価額まで到達している物品については、耐用年数を経過した翌会計年度から 5年間で

備忘価格 1円まで均等償却を行っている。

② 無形固定資産

ソフトウェアについては、取得に要した費用を資産価額とし、利用可能期間（ 5年）に基づく定額法

によっている。

⑶ 引当金の計上基準及び算定方法

① 貸倒引当金

売掛金及び未収金等のうち一般債権については、過去 3年間の貸倒実績率に基づく回収不能見込額

を計上している。徴収停止等債権及び履行期限到来等債権については、個別の債権ごとの回収可能性

を勘案した回収不能見込額を計上している。

② 賞与引当金

6月支給分の期末手当及び勤勉手当の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分

（期末手当及び勤勉手当の 6月支給分の 4/6）を計上している。

③ 退職給付引当金

退職手当に係る退職給付引当金については、自己都合による期末要支給額を、次の計算方法により

計上している。

・基 本 額…勤続年数別の職員数×平均給与×自己都合退職手当支給率

・調 整 額…「国家公務員退職手当法」第 6条の 4に定められた区分別の職員数×想定される調整

月額単価×60ヶ月



恩給給付費に係る引当金については、将来給付見込額を受給者見込数、改訂率見込、割引率を用い

て計算した額を計上している。

国家公務員共済年金のうち、整理資源（昭和 34年 10月前の恩給公務員期間に係る給付分）に係る引

当金については、将来給付見込額の割引現在価値を計上している。

「国家公務員災害補償法」に基づく補償のうち、遺族補償年金に係る引当金については、「支給率×

平均給与（平均給与上昇率を考慮）×割引率」により算出し、遺族特別給付金（年金）に係る引当金につ

いては、「遺族補償年金に係る引当金の額×特別支給率」により算出した額を計上している。

⑷ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

② 退職給付引当金の算定において用いる平均給与上昇率及び割引率について

・平均給与上昇率：2.9％

（平成 26年財政検証で用いられている長期的な賃金上昇率から算出）

・割 引 率：4.2％

（平成 26年財政検証で用いられている長期的な運用利回りから算出）

2 偶発債務

⑴ 損害賠償等の請求を受けているもの

（単位：百万円）

訴 訟 等 の 略 称 請 求 金 額 事 件 番 号 訴 訟 等 の 概 要

国有財産売払いに係る瑕疵担保責任
に基づく損害賠償請求 62 ― 旧横浜サイロ売払いに係る杭残土・汚染土壌によ

る損害賠償請求

国有財産売払いに係る瑕疵担保責任
に基づく損害賠償請求 17 ― 旧酒田倉庫売払いに係る排水経路整備工事の発生

等による損害賠償請求

国有財産売払いに係る瑕疵担保責任
に基づく損害賠償請求 5

松江地方裁判所
平成 30年（ワ）
第 100号

旧益田分室庁舎等売払いに係る飛散性アスベスト
撤去工事の発生等による損害賠償請求

（注） 訴訟等の見込、結果にかかわらず、平成 31年 3月 31日現在の請求金額を記載している。

3 翌年度以降支出予定額

⑴ 歳出予算の繰越し

歳出予算の繰越しに係る翌年度の支出予定額 4,360百万円

⑵ 国庫債務負担行為

国庫債務負担行為による翌年度以降に係る支出予定額 208,899百万円

4 追加情報

⑴ 出納整理期間

本特別会計は出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数

をもって会計年度末の計数としている。

⑵ 業務費用計算書における収益の計上

「支払利息」において、食糧証券の発行高を超過する収入金のうち当期分 118百万円が計上されてい

る。

「貸倒引当金繰入額」において、貸倒引当金の戻入額（貸倒引当金減少額）0百万円を計上している。

⑶ 財政法第 44条の資金

資金の種類：積立金

根 拠 法 令：「特別会計に関する法律」第 134条第 1項

内 容：農業再保険勘定、漁船再保険勘定及び漁業共済保険勘定の再保険金等の財源に充て

るために設置している。



⑷ その他特別会計財務書類の内容を理解するために特に必要と考えられる情報

① 勘定間の債権債務等について相殺消去を行っている。

② 百万円未満切り捨てのため、合計が一致しないことがある。

③ 百万円未満の計数がある場合には「 0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「―」で表示している。

④ 食料安定供給特別会計では、「特別会計に関する法律」第 132条第 1項の規定により、業務勘定の利

益又は損失を食糧管理勘定に移して整理することとしているが、特別会計財務書類においては、勘定

ごとの財務内容の開示を目的として作成することとしており、勘定間の損益の移し整理は行わないこ

ととしているため、当該損益の額に相当する業務勘定における食糧管理勘定からの受入額は、「その

他の債務等」、食糧管理勘定における業務勘定への繰入額は、「その他の債権等」に計上している。

なお、この会計処理は、「特別会計に関する法律」附則第 66条の規定による廃止前の食糧管理特別

会計の平成 10年度から行っている。

⑤ 食料安定供給特別会計では、「農業保険法」に基づき、共済掛金国庫負担分及び保険料国庫負担分に

ついて、事務処理上の観点から農業共済組合連合会等から納入される再保険料等と相殺したところで

予算措置することができることとされている。こうしたことから、相殺後の歳入歳出決算を基礎とし

て合算業務費用計算書を作成した場合には、業務費用総額が表示されないこととなる。このため、法

令の規定に基づき相殺が行われたことで歳入歳出決算に計上されていない部分についても、合算業務

費用計算書に反映させる必要があることから、合算業務費用計算書の「補助金等」については、農家に

対する共済掛金国庫負担金及び保険料国庫負担金を計上している。

⑥ 食料安定供給特別会計では、「漁船損害等補償法」第 140条の規定に基づき、保険料国庫負担金につ

いて、事務処理上の観点から、日本漁船保険組合から納入される再保険料と相殺したところで予算措

置することができることとされている。こうしたことから、相殺後の歳入歳出決算を基礎として合算

業務費用計算書を作成した場合には、業務費用総額が表示されないこととなる。

このため、法令の規定に基づき相殺が行われたことで歳入歳出決算に計上されていない部分につい

ても、合算業務費用計算書に反映させる必要があることから、合算業務費用計算書の「補助金等」につ

いては、漁業者に対する保険料国庫負担金を計上している。

⑦ 食料安定供給特別会計では、「漁業災害補償法」第 196条の規定に基づき、共済掛金国庫補助金につ

いて、事務処理上の観点から、全国漁業共済組合連合会から納入される保険料と相殺したところで予

算措置することができることとされている。こうしたことから、相殺後の歳入歳出決算を基礎として

合算業務費用計算書を作成した場合には、業務費用総額が表示されないこととなる。

このため、法令の規定に基づき相殺が行われたことで歳入歳出決算に計上されていない部分につい

ても、合算業務費用計算書に反映させる必要があることから、合算業務費用計算書の「補助金等」につ

いては、漁業者に対する共済掛金国庫補助金を計上している。

⑧ 参考情報

ア 公共用財産に関する情報

本特別会計の国営土地改良事業勘定は、未完了借入事業の工事に関する経理を行うため設けられ

た勘定であり、本特別会計の国営土地改良事業勘定が整備する公共用財産（土地改良施設等）は、完

成後一般会計の財産に帰属することとなるため、公共用財産については貸借対照表の資産に計上し

ていない。

なお、本年度における公共用財産施設等の増減は、下記のとおりである。

（単位：百万円）

区 分 前 年 度 末 残 高 本 年 度 増 加 額 本 年 度 減 少 額 本 年 度 末 残 高

施 設 ― 20,734 20,734 ―

用 地 ― 127 127 ―

公 共 用 財 産 ― 20,861 20,861 ―



附属明細書

1 勘定別の資産及び負債の明細

農業経営安定
勘定 食糧管理勘定 農業再保険勘

定
漁船再保険勘
定

漁業共済保険
勘定 業 務 勘 定

〈資 産 の 部〉

現 金 ・ 預 金 103,472 23,139 199,984 10,933 2,072 ―

売 掛 金 ― 28,219 ― ― ― ―

た な 卸 資 産 ― 72,218 ― ― ― ―

未 収 金 0 7,878 ― ― ― 11
未 収 収 益 ― ― 0 0 ― ―

未 収 （再） 保 険 料 ― ― 9 ― ― ―

前 払 金 ― 1,624 ― ― ― ―

前 払 費 用 ― ― ― ― ― ―

貸 付 米 ― 121,512 ― ― ― ―

他 勘 定 繰 戻 未 収 金 ― 919 ― ― ― ―

そ の 他 の 債 権 等 ― 44,571 ― ― ― 3,605
貸 倒 引 当 金 ― � 78 ― ― ― � 11

有 形 固 定 資 産 ― 739 ― ― ― 578
国有財産（公共用財産を除く） ― 739 ― ― ― 573
土 地 ― 409 ― ― ― 506
立 木 竹 ― 0 ― ― ― 3
建 物 ― 319 ― ― ― 62
工 作 物 ― 9 ― ― ― 0

公 共 用 財 産 ― ― ― ― ― ―

建 設 仮 勘 定 ― ― ― ― ― ―

物 品 ― ― ― ― ― 4
無 形 固 定 資 産 ― ― ― ― ― 1,085
資 産 合 計 103,473 300,743 199,994 10,934 2,072 5,269
〈負 債 の 部〉

未 払 金 ― ― ― ― ― 3,613
支 払 備 金 ― ― 7,556 4 689 ―

未 払 費 用 ― ― ― ― ― ―

前 受 金 ― 1,326 ― ― ― ―

未 経 過 （再） 保 険 料 ― ― 9,772 940 1,784 ―

賞 与 引 当 金 ― ― ― ― ― 101
政 府 短 期 証 券 ― 90,038 ― ― ― ―

借 入 金 ― ― ― ― ― ―

退 職 給 付 引 当 金 ― ― ― ― ― 2,012
他 会 計 繰 戻 未 済 金 ― ― ― 17,636 25,385 ―

他 勘 定 繰 戻 未 済 金 ― ― ― ― ― 919
そ の 他 の 債 務 等 ― 3,605 ― ― ― 44,571
負 債 合 計 ― 94,969 17,329 18,581 27,858 51,217
〈資 産 ・ 負 債 差 額 の 部〉

資 産 ・ 負 債 差 額 103,473 205,774 182,665 � 7,646 � 25,786 � 45,948



（単位：百万円）

国営土地改良
事業勘定 相 殺 消 去 食料安定供給

特別会計合計

〈資 産 の 部〉

現 金 ・ 預 金 918 ― 340,520
売 掛 金 ― ― 28,219
た な 卸 資 産 ― ― 72,218
未 収 金 46,090 ― 53,980
未 収 収 益 1 ― 2
未 収 （再） 保 険 料 ― ― 9
前 払 金 ― ― 1,624
前 払 費 用 0 ― 0
貸 付 米 ― ― 121,512
他 勘 定 繰 戻 未 収 金 ― � 919 ―

そ の 他 の 債 権 等 ― � 48,176 ―

貸 倒 引 当 金 ― ― � 89
有 形 固 定 資 産 2,299 ― 3,616
国有財産（公共用財産を除く） ― ― 1,313
土 地 ― ― 916
立 木 竹 ― ― 3
建 物 ― ― 382
工 作 物 ― ― 10

公 共 用 財 産 2,295 ― 2,295
建 設 仮 勘 定 2,295 ― 2,295

物 品 3 ― 7
無 形 固 定 資 産 7 ― 1,092
資 産 合 計 49,317 � 49,095 622,708
〈負 債 の 部〉

未 払 金 2 ― 3,615
支 払 備 金 ― ― 8,250
未 払 費 用 1 ― 1
前 受 金 ― ― 1,326
未 経 過 （再） 保 険 料 ― ― 12,497
賞 与 引 当 金 102 ― 203
政 府 短 期 証 券 ― ― 90,038
借 入 金 39,790 ― 39,790
退 職 給 付 引 当 金 3,900 ― 5,912
他 会 計 繰 戻 未 済 金 7,459 ― 50,481
他 勘 定 繰 戻 未 済 金 ― � 919 ―

そ の 他 の 債 務 等 ― � 48,176 ―

負 債 合 計 51,256 � 49,095 212,117
〈資 産 ・ 負 債 差 額 の 部〉

資 産 ・ 負 債 差 額 � 1,939 ― 410,590



2 勘定別の業務費用の明細

農業経営安定
勘定 食糧管理勘定 農業再保険勘

定
漁船再保険勘
定

漁業共済保険
勘定 業 務 勘 定

人 件 費 ― ― ― ― ― 1,244
賞 与 引 当 金 繰 入 額 ― ― ― ― ― 101
退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 ― ― ― ― ― 34
売 上 原 価 ― 315,402 ― ― ― ―

（再） 保 険 費 ― ― 36,672 47 4,230 ―

事 業 管 理 費 ― 121 ― ― ― ―

補 助 金 等 ― 5,403 53,440 7,293 8,995 456
委 託 費 20 16,565 ― ― ― ―

交 付 金 177,235 ― ― ― ― ―

一 般 会 計 へ の 繰 入 ― ― ― ― ― ―

農業経営安定勘定への繰入 ― 95,629 ― ― ― ―

業 務 勘 定 へ の 繰 入 37 10,416 854 580 91 ―

庁 費 等 ― ― ― ― ― 8,647
公 債 事 務 取 扱 費 ― 0 ― ― ― ―

そ の 他 の 経 費 11 0 ― ― ― 720
減 価 償 却 費 ― 21 ― ― ― 79
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ― ― ― ― ― ―

支 払 利 息 ― � 118 ― ― ― ―

資 産 処 分 損 益 ― ― ― ― ― 86
本 年 度 業 務 費 用 合 計 177,305 443,444 90,968 7,922 13,318 11,372



（単位：百万円）

国営土地改良
事業勘定 相 殺 消 去 食料安定供給

特別会計合計

人 件 費 ― ― 1,244
賞 与 引 当 金 繰 入 額 ― ― 101
退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 ― ― 34
売 上 原 価 ― ― 315,402
（再） 保 険 費 ― ― 40,951
事 業 管 理 費 ― ― 121
補 助 金 等 ― ― 75,591
委 託 費 ― ― 16,585
交 付 金 ― ― 177,235
一 般 会 計 へ の 繰 入 103 ― 103
農業経営安定勘定への繰入 ― � 95,629 ―

業 務 勘 定 へ の 繰 入 ― � 11,980 ―

庁 費 等 ― ― 8,647
公 債 事 務 取 扱 費 ― ― 0
そ の 他 の 経 費 507 ― 1,241
減 価 償 却 費 3 ― 104
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 � 0 ― � 0
支 払 利 息 353 ― 235
資 産 処 分 損 益 1 ― 88
本 年 度 業 務 費 用 合 計 969 � 107,610 637,689



3 勘定別の資産・負債差額の増減の明細

農業経営安定
勘定 食糧管理勘定 農業再保険勘

定
漁船再保険勘
定

漁業共済保険
勘定 業 務 勘 定

Ⅰ 前年度末資産・負債差額 76,913 214,950 178,651 � 9,571 � 25,385 � 46,549
Ⅱ 本 年 度 業 務 費 用 合 計 � 177,305 � 443,444 � 90,968 � 7,922 � 13,318 � 11,372
Ⅲ 財 源 203,864 434,267 94,982 9,846 12,916 11,985
1 自 己 収 入 25,427 347,967 40,686 1,972 3,828 4

（再）保 険 料 収 入 ― ― 40,656 1,971 3,828 ―

食 糧 等 売 払 収 入 ― 346,050 ― ― ― ―

負 担 金 収 入 ― ― ― ― ― ―

負 担 金 利 息 収 入 ― ― ― ― ― ―

納 付 金 収 入 25,397 ― ― ― ― ―

輸入食糧等納付金収入 ― 511 ― ― ― ―

そ の 他 の 財 源 30 1,405 30 1 ― 4
2 他 会 計 か ら の 受 入 82,807 86,300 54,295 7,874 9,087 ―

一般会計からの受入 82,807 86,300 54,295 7,874 9,087 ―

3 他 勘 定 か ら の 受 入 95,629 ― ― ― ― 11,980
農業経営安定勘定からの
受入 ― ― ― ― ― 37

食糧管理勘定からの受入 95,629 ― ― ― ― 10,416
農業再保険勘定からの受
入 ― ― ― ― ― 854

漁船再保険勘定からの受
入 ― ― ― ― ― 580

漁業共済保険勘定からの
受入 ― ― ― ― ― 91

Ⅳ 無 償 所 管 換 等 ― ― ― ― ― ―

Ⅴ 資 産 評 価 差 額 ― 0 ― ― ― � 11
Ⅵ 本年度末資産・負債差額 103,473 205,774 182,665 � 7,646 � 25,786 � 45,948



（単位：百万円）

国営土地改良
事業勘定 相 殺 消 去 食料安定供給

特別会計合計

Ⅰ 前年度末資産・負債差額 1,802 ― 390,811
Ⅱ 本 年 度 業 務 費 用 合 計 � 969 107,610 � 637,689
Ⅲ 財 源 18,093 � 107,610 678,347
1 自 己 収 入 2,868 ― 422,756

（再）保 険 料 収 入 ― ― 46,456
食 糧 等 売 払 収 入 ― ― 346,050
負 担 金 収 入 2,379 ― 2,379
負 担 金 利 息 収 入 471 ― 471
納 付 金 収 入 ― ― 25,397
輸入食糧等納付金収入 ― ― 511
そ の 他 の 財 源 17 ― 1,489

2 他 会 計 か ら の 受 入 15,225 ― 255,590
一般会計からの受入 15,225 ― 255,590

3 他 勘 定 か ら の 受 入 ― � 107,610 ―

農業経営安定勘定からの
受入 ― � 37 ―

食糧管理勘定からの受入 ― � 106,046 ―

農業再保険勘定からの受
入 ― � 854 ―

漁船再保険勘定からの受
入 ― � 580 ―

漁業共済保険勘定からの
受入 ― � 91 ―

Ⅳ 無 償 所 管 換 等 � 20,866 ― � 20,866
Ⅴ 資 産 評 価 差 額 ― ― � 11
Ⅵ 本年度末資産・負債差額 � 1,939 ― 410,590



4 勘定別の区分別収支の明細

農業経営安定
勘定 食糧管理勘定 農業再保険勘

定
漁船再保険勘
定

漁業共済保険
勘定 業 務 勘 定

Ⅰ 業 務 収 支

1 財 源

自 己 収 入

（再）保 険 料 収 入 ― ― 2,224 ― ― ―

資 産 売 払 収 入 ― ― ― ― ― 28

食 糧 等 売 払 代 収 入 ― 348,161 ― ― ― ―

負 担 金 収 入 ― ― ― ― ― ―

負 担 金 利 息 収 入 ― ― ― ― ― ―

納 付 金 収 入 25,397 ― ― ― ― ―

輸入食糧等納付金収入 ― 511 ― ― ― ―

そ の 他 の 収 入 30 13,197 30 1 ― 4

他 会 計 か ら の 受 入

一般会計からの受入 82,807 86,300 54,295 7,874 9,087 ―

他 勘 定 か ら の 受 入

農業経営安定勘定からの
受入 ― ― ― ― ― 37

食糧管理勘定からの受入 95,629 ― ― ― ― 8,621

農業再保険勘定からの受
入 ― ― ― ― ― 854

漁船再保険勘定からの受
入 ― ― ― ― ― 580

漁業共済保険勘定からの
受入 ― ― ― ― ― 91

前 年 度 剰 余 金 受 入 76,913 18,745 15,002 3,370 2,025 ―

財 源 合 計 280,777 466,917 71,553 11,245 11,112 10,219

2 業 務 支 出

⑴ 業務支出（施設整備支出
を除く）

人 件 費 ― ― ― ― ― � 1,383

（再） 保 険 費 ― ― � 35,564 � 148 � 3,898 ―

食 糧 等 買 入 費 ― � 307,434 ― ― ― ―

食 糧 等 管 理 費 ― � 121 ― ― ― ―

施 設 整 備 費 ― ― ― ― ― ―

補 助 金 等 ― � 5,403 � 13,788 � 5,293 � 5,050 � 456

委 託 費 � 20 � 16,565 ― ― ― ―

交 付 金 � 177,247 ― ― ― ― ―

一 般 会 計 へ の 繰 入 ― ― ― ― ― ―

農業経営安定勘定への繰
入 ― � 95,629 ― ― ― ―

業 務 勘 定 へ の 繰 入 � 37 � 8,621 � 854 � 580 � 91 ―

庁 費 等 の 支 出 ― ― ― ― ― � 7,619

そ の 他 の 支 出 ― ― ― ― ― � 759

業務支出（施設整備支出
を除く）合計 � 177,305 � 433,777 � 50,208 � 6,022 � 9,040 � 10,219

⑵ 施 設 整 備 支 出

施設整備に係る支出 ― ― ― ― ― ―

施 設 整 備 支 出 合 計 ― ― ― ― ― ―

業 務 支 出 合 計 � 177,305 � 433,777 � 50,208 � 6,022 � 9,040 � 10,219

業 務 収 支 103,472 33,139 21,344 5,223 2,072 ―

Ⅱ 財 務 収 支

政府短期証券の発行による収
入 ― 90,000 ― ― ― ―

政府短期証券の償還による支
出 ― � 100,000 ― ― ― ―

借 入 に よ る 収 入 ― ― ― ― ― ―

借入金の返済による支出 ― ― ― ― ― ―

利 息 の 支 払 額 ― ― ― ― ― ―

公債事務取扱に係る支出 ― � 0 ― ― ― ―



（単位：百万円）

国営土地改良
事業勘定 相 殺 消 去 食料安定供給

特別会計合計

Ⅰ 業 務 収 支

1 財 源

自 己 収 入

（再）保 険 料 収 入 ― ― 2,224

資 産 売 払 収 入 ― ― 28

食 糧 等 売 払 代 収 入 ― ― 348,161

負 担 金 収 入 8,472 ― 8,472

負 担 金 利 息 収 入 472 ― 472

納 付 金 収 入 ― ― 25,397

輸入食糧等納付金収入 ― ― 511

そ の 他 の 収 入 17 ― 13,281

他 会 計 か ら の 受 入

一般会計からの受入 15,225 ― 255,590

他 勘 定 か ら の 受 入

農業経営安定勘定からの
受入 ― � 37 ―

食糧管理勘定からの受入 ― � 104,251 ―

農業再保険勘定からの受
入 ― � 854 ―

漁船再保険勘定からの受
入 ― � 580 ―

漁業共済保険勘定からの
受入 ― � 91 ―

前 年 度 剰 余 金 受 入 1,620 ― 117,677

財 源 合 計 25,808 � 105,816 771,817

2 業 務 支 出

⑴ 業務支出（施設整備支出
を除く）

人 件 費 ― ― � 1,383

（再） 保 険 費 ― ― � 39,611

食 糧 等 買 入 費 ― ― � 307,434

食 糧 等 管 理 費 ― ― � 121

施 設 整 備 費 � 1 ― � 1

補 助 金 等 ― ― � 29,993

委 託 費 ― ― � 16,585

交 付 金 ― ― � 177,247

一 般 会 計 へ の 繰 入 � 1,827 ― � 1,827

農業経営安定勘定への繰
入 ― 95,629 ―

業 務 勘 定 へ の 繰 入 ― 10,186 ―

庁 費 等 の 支 出 ― ― � 7,619

そ の 他 の 支 出 � 507 ― � 1,266

業務支出（施設整備支出
を除く）合計 � 2,336 105,816 � 583,093

⑵ 施 設 整 備 支 出

施設整備に係る支出 � 18,500 ― � 18,500

施 設 整 備 支 出 合 計 � 18,500 ― � 18,500

業 務 支 出 合 計 � 20,836 105,816 � 601,593

業 務 収 支 4,971 ― 170,223

Ⅱ 財 務 収 支

政府短期証券の発行による収
入 ― ― 90,000

政府短期証券の償還による支
出 ― ― � 100,000

借 入 に よ る 収 入 2,330 ― 2,330

借入金の返済による支出 � 6,029 ― � 6,029

利 息 の 支 払 額 � 354 ― � 354

公債事務取扱に係る支出 ― ― � 0



農業経営安定
勘定 食糧管理勘定 農業再保険勘

定
漁船再保険勘
定

漁業共済保険
勘定 業 務 勘 定

財 務 収 支 ― � 10,000 ― ― ― ―

本 年 度 収 支 103,472 23,139 21,344 5,223 2,072 ―

資金への繰入（決算処理による
もの） ― ― � 4,015 ― ― ―

翌年度一般会計へ の 繰 入 ― ― ― � 2,353 ― ―

翌 年 度 歳 入 繰 入 103,472 23,139 17,329 2,869 2,072 ―

資 金 本 年 度 末 残 高 ― ― 182,655 5,710 ― ―

その他歳計外現金・預金本年度
末残高 ― ― ― 2,353 ― ―

本 年 度 末 現 金 ・ 預 金 残 高 103,472 23,139 199,984 10,933 2,072 ―



（単位：百万円）

国営土地改良
事業勘定 相 殺 消 去 食料安定供給

特別会計合計

財 務 収 支 � 4,053 ― � 14,054

本 年 度 収 支 918 ― 156,169
資金への繰入（決算処理による
もの） ― ― � 4,015

翌年度一般会計へ の 繰 入 ― ― � 2,353
翌 年 度 歳 入 繰 入 918 ― 149,800
資 金 本 年 度 末 残 高 ― ― 188,365
その他歳計外現金・預金本年度
末残高 ― ― 2,353

本 年 度 末 現 金 ・ 預 金 残 高 918 ― 340,520


